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『ＦＦＧ調査月報』創刊にあたって

株式会社ふくおかフィナンシャルグループ

取締役 会長兼社長 谷 正 明

平素より、ふくおかフィナンシャルグループおよび福岡銀行、熊本ファミリー

銀行、親和銀行をお引き立ていただき、誠にありがとうございます。

ふくおかフィナンシャルグループでは、このたび、福岡銀行調査月報（昭和２３

年１０月創刊、通算６８２号）、同アジア四季報（平成７年９月創刊、通算５０号）と、親

和銀行の調査月報（旧Ｒ＆Ｉ、平成１３年４月創刊、通算８２号）の三誌を統合し、新

たな経済調査誌『ＦＦＧ調査月報』を創刊することにいたしました。

ＦＦＧ調査月報では従来の三誌のコンテンツを活かしつつ、調査・レポートの

対象範囲を各県単位から福岡・熊本・長崎を中心に広く九州全体を鳥瞰した視野

へとバージョンアップし、ＦＦＧ三行のお取引先企業に、広域地銀のネットワー

クにより、県境を越えた地域を結ぶ、経済情報や経営情報等を提供してまいりま

す。

ふくおかフィナンシャルグループでは今後とも、福岡銀行、熊本ファミリー銀

行及び親和銀行の三行が、それぞれ地域に根ざした三つのブランドとして、地域

の情報力、お取引先との強固なリレーションを活かし、地域経済の活性化に努め

てまいります。

更に、三行統一の営業戦略により、福岡県・熊本県・長崎県を核とする地元九

州全域と本州を結ぶ広域かつ稠密な拠点網と情報ネットワークを活かし、三行の

お取引先企業を始めとする九州地場企業のお客様に対し、質の高い金融サービス

の提供と、有益な情報の発信を行ってまいります。

平成２０年５月
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［全国の景気］……………足踏み

輸出が堅調に推移していることを背景に生産は高水準を持続していますが、先行きに対する不安から設備投資は

一服しています。また、個人消費が低い水準で推移しているほか、住宅投資も減少し、景気は全体としてみると弱

含みとなっています。

物価の上昇がガソリンや食品などの消費財にも及んできており、個人消費への影響が懸念されます。

［国内総生産］……………増加が続くが伸び率が低下

●前年同期比の伸び率が、７～９月の１．１％から１０～１２月は０．７％に低下。

●伸び率が低下した主な要因は、純輸出の伸び率低下と住宅建設の減少幅拡大。

●住宅建設の減少は、建築基準法改正に伴う申請の減少。

●純輸出の伸び率低下は、輸入が石油価格上昇に伴い増加したことによるもので、輸出は好調が続いており、輸出

産業も好調が続いています。一方、石油価格の上昇の製品価格への転嫁が遅れており、企業業績の圧縮要因となっ

ています。

●企業の設備投資は、４－６月期より低い伸び率が続いています。

●公共工事は、４－６月期より前年並みで、低下傾向が一服しています。

経済動向

国内総生産伸び率（名目ＧＤＰ）

（出所）内閣府
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福岡県の最近の経済動向
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（出所）九州経済産業局、日本自動車販売協会連合会
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［福岡県の景気］……………緩やかな回復

輸出が増加基調を続けていることを背景に生産は高水準を持続、設備投資も堅調に推移しています。また、個人

消費は底堅く推移しているほか、公共工事も回復基調で、景気は緩やかに回復基調を続けています。ただし、生産

や輸出が伸びているのは主に自動車で、他の産業は米国景気減速の影響もあり、伸び悩んでいます。

［個人消費］…………………底堅い動き

・大型小売店販売では、食料品の販売は好調でした

が、気温が低く推移したことによる春物衣料の不

振で衣料品が減少したことから、全体では伸び悩

みました。

・乗用車販売は、小型は減少しましたが、大型が増

加しており、全体でも増加が続きました。

・家電品販売では、薄型テレビやＤＶＤレコーダー

などのデジタル家電の好調が続きました。

［輸 出］…………………増加が一服

・前年比１０％以上の増加が続いていた福岡県の輸出

の伸び率が、ほぼ２年ぶりに２％台に低下しまし

た。

・中国向けの電気機械が減少したほか、中南米むけ

で船舶が減少しました。

・自動車では米国、中国向けは増加が続きました

が、西欧向けは前年並みとなりました。

・鉄鋼等も前年並みとなりました。

経済動向
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［生産・在庫］……………生産は高い水準を持続、在庫は縮小

・生産は高い水準を持続していますが、在庫積み増

しをしていた自動車の出荷が進んだことから、在

庫は急速に低下しています。

・生産では、自動車は高い水準を持続しています

が、増加は一服しました。

・化学、一般機械、金属製品が上昇しました。

・食品、電子部品は低下しました。

［設備投資（建築着工・除く住宅）］……増加が一服

・製造業は増加が続きましたが、非製造業、サービ

ス業が減少し、全体も前年を下回りました。

・製造業は自動車部品工業の増築などから増加が続

きました。

・非製造業では、「運輸業」が昨年増加した反動減

もあって減少しました。

・サービス業では、「教育・学習」が増加しました

が、「医療・福祉」は減少しました。

［倒産件数］………………増加傾向

・件数は２００１年度からの減少傾向が止まり、０６年度

から緩やかながら増加傾向。

・負債金額で見ると、１億円未満の企業が増加。一

方、１億円以上の大型倒産は減少傾向が続きまし

た。

・公共工事の抑制等で増加していた建設業の倒産件

数は０３年度から減少傾向。

福岡県の生産と在庫

（出所）福岡県

福岡県建築額増減
（除く住宅・業種別寄与度）

（出所）国土交通省

福岡県の倒産件数

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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（出所）熊本県

［熊本県の景気］……………概ね横ばいの推移だが、一部弱含み

生産は依然低迷していますが、現時点では個人消費に大きな影響は出ていません。資源高による企業消費や損益

への悪影響が続けば、今後厳しい局面も予想されます。

［個人消費］…………………横ばい

・春先の冷え込みの影響で春物衣料が不調となって

います。

・景気後退の余波でブランド品をはじめ全体に買い

控えの動きがあります。

・新車登録台数０８年３月は前年同月比１．３％と横ば

いの推移です。

・０８年２月のその他商品の落込みは前年同月の突出

が要因です。

［生 産］…………………電子部品を除き依然低迷

・０７年４月より前年比割れが続き、０７年９月をボト

ムに以降、減少幅は縮小傾向にあるものの、依然

低迷しています。

・電子部品、デバイスのみ０７年１２月以降、前年比増

加しています。

経済動向
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［雇 用］…………………低下傾向ながら九州では健闘

・全国的に有効求人倍率は低下傾向となっていま

す。

・熊本県は半導体や輸送機器産業で雇用が比較的堅

調です。九州地区では平均以上の比率を維持して

います。

・完全失業率は０７年１２月現在で３．８％（全国平均並

み）となっており、九州平均４．０％、福岡県の４．６％

を下回る水準です。

［企業倒産］…………………横ばいで推移

・０８年に入り、企業倒産件数は全国的に増加傾向と

なっています。九州、福岡県も急増しています。

・熊本県は１０件台でほぼ横ばいの推移です。

・倒産企業負債総額は全国的に横ばい推移となって

います。

・大型倒産が減少し、中小零細企業の倒産が増えて

います。

［住宅建設］…………………減少

・０７年６月の改正建築基準法施行の影響により減少

しています。

・０８年に入り貸家は増加しましたが、分譲住宅は前

年比▲６５％と激しい落ち込みを示しています。

・貸家増加は菊陽、合志地区への大手メーカー進出

の影響とみられます。

熊本県の住宅着工戸数（用途別）
（前年同月比寄与度）

（出所）国土交通省

有効求人倍率推移

（出所）厚生労働省

企業倒産件数推移

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向
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［長崎県の景気］……………生産面では堅調に推移しているものの、総じて減速感が見られる

生産活動 ２月の大手・中堅造船２社（三菱重工業長崎造船所・佐世保重工業）の造船部門及び機械部門は、生産

高、受注残高ともに堅調に推移しています。

建設関連 ３月の建設関連指標は、新設住宅着工戸数、公共工事請負額ともに前年を上回りました。

商業関連 ３月の大型小売店販売額は百貨店・大型スーパーともに前年を下回りました。

観光関連 ３月の主要観光施設の入り込み状況は、集客力のある大型施設を中心に、全１８施設中９施設で前年を下

回りました。また、３月の主要ホテル・旅館の宿泊客数についても同様に前年を下回りました。

漁業関連 ３月の県内主要４魚市場の水揚実績は、水揚金額で前年を下回りました。

［生産活動（造船・機械部門）］……生産、受注残高ともに高水準続く

２００８年２月の県内大手・中堅造船２社の造船部門

の生産・受注状況をみると、生産高は前年比８．３％

増の１７９億円と前年を上回りました。また、受注残

高は同３．７％減の６，８３３億円と、前年を下回ったもの

の、高水準で推移しています。

一方、機械その他部門の生産・受注状況をみる

と、生産高は前年比３．４％増の２６１億円、受注残高は

同５２．５％増の９，２９２億円と、生産高、受注残高とも

に堅調に推移しています。

［建 設］…………………住宅着工件数、公共工事請負額ともに増加

２００８年３月の新設住宅着工戸数は、昨年の反動増

もあり、前年比１３．０％増の５５８戸と、２カ月連続で

前年を上回りました。市郡別にみると、長崎市で同

４３．５％減の１１３戸と大幅に減少したものの、諫早市

や大村市など、県央地区の伸びが目立ちました。

一方、２００８年３月の公共工事保証請負状況（保証

ベース）は、件数が前年比３６．９％減の２６３件、金額が

同１９．９％増の２４０億円と、金額で前年を上回りまし

た。発注者別の請負金額をみると、「市町」で同４５．４％

増、「県」で同２１．０％増と前年を大幅に上回り、全

体を大きく押し上げています。

経済動向
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［観 光］…………………主要観光施設、宿泊客数ともにマイナス

２００８年３月の長崎県内主要観光施設の入り込み状

況は、全１８施設のうち９施設で前年実績を下回りま

した。長崎市や佐世保市の中核観光施設の集客がマ

イナスになった影響などにより、全施設合計は前年

比７．１％減の６４万７，３００人となりました。

また、３月の長崎県内主要ホテル・旅館５４社の宿

泊客数は、昨年は３月にまたがって開催された「長

崎ランタンフェスティバル」が２月中に終了した影

響などで、県南地域で前年比４．９％減、県北地域で

は同６．５％減となり、合計で同５．７％減少し前年を下

回りました。

［大型小売店］………………百貨店、大型スーパーともに前年比マイナス

２００８年３月の県内大型小売店販売高は、食料品の

値上げなど売上増加要因もあったものの、春物衣料

の売れ行きが鈍く、前年比２．２％減の１０２億円と前年

を下回りました。

業態別にみると、百貨店では衣料品の動きが鈍

く、販売高は前年比２．４％減となりました。また、

大型スーパーは同様に同２．１％減となっています。

［漁 業］…………………水揚量が増加するも、水揚金額は前年を下回る

２００８年３月の県内主要４魚市場の水揚実績をみる

と、水揚量は前年比１３．２％増の２万９，９８９トン、水

揚金額は同３．３％減の６６億１，２００万円となりました。

３月は、カタクチイワシなどが豊漁だったことな

どにより水揚量は増加したものの、魚価の低下によ

り水揚金額は前年を下回りました。

長崎県の主要ホテル・旅館宿泊客数前年比伸び率

（出所）日本銀行長崎支店

長崎県の大型小売店販売高

（注）百貨店とスーパーの販売高の合計（店舗調整前）
（出所）九州経済産業局

長崎県４魚市場の水揚量と水揚金額

（出所）長崎、佐世保、北松、松浦の４魚市場の合計

07FFG調査月報 2008年6月



組
立
・
規
模
大
・
総
合
的�

加
工
・
規
模
小
・
専
門
的�

自動車完成車メーカー�
（社）日本自動車工業会�

14社�

一次部品メーカー�
（完成部品メーカー）�

（社）日本自動車部品工業会�
会員477社�

（07年5月1日現在）�

駆動・伝導及び�
操縦装置部品�
325社�

照明・計器など�
電気・電子部品�

273社�

懸架・制動�
装置部品�
188社�

電装品・電子�
部品�
162社�

エンジン部品�
�

438社�

協力企業�
プレス加工�
切削加工�
鋳鍛造加工�
特殊部品加工�
（ゴム・樹脂）�

など�

協力企業�
組立完成品�
プレス加工�
切削加工�
など�

協力企業�
板バネ、巻バネ、�
等板バネ部品、�
シートバネプレ�
ス品、ネジ加工�

など�

協力企業�
プレス加工�
など�

車体部品�
�

329社�

情報関連�
部品�
22社�

用品�
�

92社�

いすゞ自動車、川崎重工業、スズキ、ダイハツ工業、�
トヨタ自動車、日産自動車、日産ディーゼル工業、日�
野自動車、富士重工業、本田技研工業、マツダ、三菱�
自動車工業、三菱ふそうトラック・バス、ヤマハ発動�
機(社名50音順)

二次部品メーカー�
（ユニット受注対応型部品メーカー）�

三次以下の部品メーカー�
（専門加工部品メーカー）�

完成部品外注�
部品外注�

専門部品�
部品外注�

完成品外注�
外注加工�外注加工�

九州における自動車部品産業の現状

はじめに

九州への自動車メーカーの立地は、当初、中部、関東地区などの人手不足への対応として始まりました。現在で

は、国内での自動車生産台数全体では大きな伸びが見られないなか、九州の自動車生産台数は２００７年に１０９万台に

達し、０８年には１２０万台に迫ろうとするなど、自動車産業は九州のリーディング産業としての地位を一気に高めつ

つあります。これは、自動車メーカー各社がより効率的で品質の高い自動車生産拠点の構築を目指しているためだ

と考えられますが、多くの場合生産工程のロスを排除するジャストインタイム生産方式をとっており、生産の効率

化と製品管理の徹底を図るため組立工場と部品メーカーとの距離は短い方が良いとされています。

従って、さらなる生産規模の拡大のためには、九州における自動車部品メーカーの成長が必要となってきます。

そこで、自動車部品産業の特徴を整理し、同産業への参入可能性などについて考察してみます。

１．自動車部品産業の特徴

� 自動車部品の流通構造

ピラミッド型の産業群を形成する自動車関連産業

産業調査

図１ 自動車部品の流通構造

（出所）JETRO ２００５年３月「ジャパニーズ・マーケット・レポート自動車組付部品」を一部加工修正
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日本の自動車製造は完成車メーカーの下に、ボディ組立を行

う車体メーカー、部品メーカー、素材を供給する製造業、開発・

生産に用いられる設備（金型を含む）や工具関連の製造業など多

くの関連産業によって成り立っています。

自動車の部品は３万～５万点とも言われる膨大な数で構成さ

れ、完成車メーカーに部品を納入している部品メーカーは、エ

ンジン部品や電装・電子部品などの完成部品を納入する一次部

品メーカーのほか、一次部品メーカーに納入する二次部品メー

カー、さらに二次部品メーカーの協力企業やそこに納入する三

次部品メーカーに分類することができます（図１）。

部品メーカーには、自動車が高い安全性を求められているこ

とから、大量生産品でありながら不良品を極力排除すること

や、高品質の部品を低価格でかつ定時に定量供給することな

ど、極めて厳しい要求に対応することが求められます。

� 自動車部品産業の産業規模

広大な広がりを持つ自動車部品産業

経済産業省「工業統計表」によると、自動車部品製造業（自

動車本体及び部分品製造業）の従業者４人以上の事業所数は

９，０００で製造業全体の３．５％に相当します。同様に従業者数は６７

万３，０００人で８．２％、製造品出荷額等は２７兆円で８．５％を占めて

います。このほか、自動車の部品は鋼板、塗料、樹脂、ガラス、

ゴムなど多様な素材から形成され、さらに様々な電気・電子機

器がパーツとして組み込まれていることなどから、自動車部品

産業は非常に裾野の広い産業であることがわかります。

２．九州における自動車関連部品産業
の集積状況

� 出荷額の推移

生産台数と共に順調に増加する自動車部品出荷額

九州の自動車部品出荷額は、９３年を１００とした指数でその動

きをみると（図２）、９７年に１１８．６とピークを迎えた後、００年に

１００．８まで低下しましたが、その後は０６年の１７５．４まで順調に増

加し、自動車部品出荷額の実数は９３年の４，８１３億円から０６年の

８，４４４億円へと増加しています（図３）。

しかし、自動車生産台数の伸びに比べて部品出荷額の伸びは

低く（図２）、その分他地域からの部品供給に頼っていることが

推測され、年間１２０万台の自動車生産台数が見込まれる中、九

州地域の部品生産についても、より一層の強化が求められま

す。

図２ 九州の自動車部品出荷額（従業者４人以上）
と自動車生産台数の推移

（出所）経済産業省「工業統計表（品目編）」、九州経済産業局（２００８）

図３ 九州の自動車部品出荷額の推移
（従業者４人以上）

（注） 秘匿数値は含まない
（出所）経済産業省「工業統計表（品目編）」
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� 自動車関連事業所の集積状況

完成車工場周辺地域に立地が進む自動車関連事業

所

現在、九州で自動車を生産しているのは日産自動車

九州工場（福岡県苅田町）、トヨタ自動車九州（福岡県

宮若市）、ダイハツ九州（大分県中津市）であり、二輪車

等を生産しているのは本田技研工業熊本製作所（熊本

県大津町）です（図４）。

九州各県における自動車関連部品工場等の立地状況

をみると（図５）、完成車工場が立地している福岡県

（３０１件）、大分県（１５０件）、熊本県（１１７件）に多く、次

に佐賀県（８８件）、宮崎県（６９件）、鹿児島県（６３件）、長

崎県（２１件）と続きます。また、完成車工場により近い

場所に一次部品メーカーが、やや離れて二次及び三次

部品メーカーが立地するという傾向があります。

地場企業参入の割合が高い佐賀県

九州各県の自動車関連部品事業所における地場企業

の構成割合をみると、佐賀県（６４．８％）、福岡県

（５４．８％）、宮崎県（４９．３％）で高くなっています。佐賀

県の割合が高いのは、進出企業数は３１と７県中６番目

にすぎませんが、参入した地場企業数では５７と、福岡

県（１６５）、大分県（６４）に次いで多くなっているためで

す。それに対し、自動車関連部品工場等が最も少ない

長崎県では、地場企業数も６にとどまっています。

３．自動車関連産業振興への地域
の取り組み

� 雇用環境の現状

広がる雇用環境の地域格差

自動車関連事業所など企業立地が活発な地域では、

雇用環境の指標である有効求人倍率も高くなっていま

す。九州各県の有効求人倍率をみると（図６）、０７年の

水準で最も高いのは大分県（１．０３倍）で、福岡県（０．８５

倍）、熊本県（０．８２倍）と続いており、自動車メーカー

の立地している県と一致しています。

� 自動車関連産業振興の動き

活発化する産学官の取り組み

こうした中、九州各県ともに協議会等を立ち上げ、

成長著しい自動車関連産業への参入や取引拡大に取り

産業調査

全 体 九州自動車産業振興連携会議（７県）
福 岡 県 福岡ものづくり産業振興会議
福 岡 県 パーツネット北九州
福 岡 県 飯塚地域自動車産業研究会
福 岡 県 大牟田自動車関連産業振興会
福 岡 県 直鞍自動車産業研究会
福 岡 県 行橋市自動車産業振興協議会
佐 賀 県 佐賀県自動車産業振興会
長 崎 県 長崎県自動車関連産業振興協議会
熊 本 県 熊本県自動車関連取引拡大推進協議会
大 分 県 大分県自動車関連企業会
宮 崎 県 宮崎県自動車産業振興会
鹿児島県 鹿児島県自動車関連産業ネットワーク
鹿児島県 錦江湾テクノパーククラブ

図４ 主要自動車関連事業所地図

（注）２００７年９月現在
（出所）九州経済調査協会「データ九州」No．１１１８

「九州・山口の自動車関連部品工場等一覧２００６」
（資料）九州経済調査協会「図説九州経済２００８」

図５ 九州各県の自動車関連部品工場等

（出所）九州経済調査協会「九州・山口の自動車関連部品工場一覧２００７」

表１ 九州の主な自動車産業振興協議会等

（出所）各団体の公表資料、ホームページ等
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組んでいます（表１）。

なかでも、福岡県や佐賀県などでは人材育成への取り組みが活発化しており、九州大学や佐賀大学といった地元

の大学と連携して自動車関連の技術者を育成する講座を開講しています。また工業系高校においても、自動車関連

の企業実習を拡充したり、専門科目を新たに設置する動きがみられます。

４．自動車部品産業振興に向けてのポイント

九州は質の高い人材が多いことなどから、自動車産業の一次部品メーカーの積極的な立地が続いているものの、

部品の域内調達率については他地域に比べて水準が低いと言われています。これは、自動車部品メーカーに求めら

れているハードルを、地場企業がなかなかクリアできていないことによるものだと考えられます。

一方、同じ運輸機械製造業であり、現在高操業の造船産業等はいずれ中国との競争により先行きは厳しいものと

予測され、成長性のある自動車部品産業への参入の検討は、企業にとって重要な取り組みであるといえます。

ただし、地場企業は設備、人材ともに資源が豊富であるとは言い難いだけに、官・学の支援等を受けながら、自

社設備の充実、人材等の能力向上を図り、積極的に自動車部品産業への参入に取り組むべきだと考えます。

また、組立工場から遠隔地にある地域においても地元にある資源を見直し、例えばソフト産業の強い地域であれ

ば、自動車用組込ソフトの開発に集中的に取り組んだり、組立工場との距離の制限が少ない金型産業やデジタルエ

ンジニアリング部門に集中するなど、その地域ならではの参入可能性を探ることができるのではないでしょうか。

（島浦 誠）

図６ 九州各県の有効求人倍率の推移

（注） 原数値、パート含む
（出所）厚生労働省「職業安定業務統計」をもとに作成
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地場企業の自動車産業参入への課題

進まない地場企業の自動車産業参入

完成車メーカー３社の進出によって北部九州が国内有数の

自動車生産拠点となり、随伴する一次部品メーカーなど自動

車関連企業の九州進出が相次いだことから、地域社会には雇

用機会や大型設備投資、租税収入など様々なメリットがもた

らされています。

その一方で、図１のとおり、九州で製造される自動車の部

品域内調達率は約５０％といわれており、中部地区や関東地区

の８０％超という水準からみるとまだ低い状況です。特に基幹

部品は本州からの調達が中心であり、九州の産業集積は未だ

途上にあるといえます。

部品輸送に要する時間や物流コストを考えれば、地場企業

には納入先との距離の面で優位性があり、新たに自動車産業

へ参入するには大きなチャンスだと考えられます。しかし、

実際には図２が示すように、地場企業の参入はあまり進んで

いません。そこにはどのようなハードルがあるのでしょう

か。

地場企業の参入事例に学ぶ

そうした原因を探るため、自動車産業に近年参入した企業

を中心に約３０社を選定し、「参入時の課題」と「課題克服に

向けた活動」にスポットをあてた訪問調査を行いました（福

岡銀行創業１３０周年記念事業「九州経済調査協会との共同研

究～自動車産業」）。

調査対象としたのは２０００年以降に自動車産業へ参入もしく

は新規設備投資を行った企業です。その調査をもとに、地場

企業の新規参入における課題について考察してみます。

参入へのハードルは「品質・コストに対する認識」の違い

かつて九州では石炭や鉄鋼などの素材産業が隆盛を極めた時期がありましたが、そうした産業と自動車製造のよ

うな加工産業では「品質・コストに対する認識」に大きな違いがある、との見解が多数ありました。もちろん、九

州の製造業が築いてきたノウハウと、自動車産業のノウハウに優劣があるということではありません。製造業には

多種多様な事業分野があり、また、独自の高い企業文化を持つ地場企業も多数存在します。そのうえで、参入企業

の意見をまとめると、自動車産業においては「大量生産における厳格な品質・コスト・納期管理の徹底」が重要で

あるけれども、その認識が異なっていることが参入への大きなハードルのようです。

産業調査

図１ 自動車部品の域内調達率
（完成車の生産地域別）

＊図１：九州経済産業局 「２００３－２００４九州経済Review&Preview」を
もとに作成

図２ 九州７県の自動車関連事業所
８０９件の内訳

＊図２：�九州経済調査協会「データ九州２００７年１２
月号」をもとに作成
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「高品質での大量生産」と「高いコスト競争力」の両立

ＱＣＤという言葉も一般的になってきた感がありますが、品質

（Ｑ）・コスト（Ｃ）・納期（Ｄ）の厳格な管理を行うことは、自動車産業

では当然のことです。しかし、他の製造業においてもＱＣＤの管理は

行われています。それでは、両者のどのような点が違うのでしょうか。

ひとつは「大量生産時の品質管理」です。自動車部品製造では、地

場企業があまり経験したことのない月産数万から数十万点にも及ぶ生

産量をこなすとともに、高い品質を保つ必要があります。当然ながら

自動車は人命にかかわる製品ですから、不良品は一切許されません。

仮に一点でも不良品があれば、他の数十万点にも不良品がないか、い

つどこでその不良が発生したかなどを徹底的に検証する体制を採らな

くてはなりません。少量生産で成り立つ産業では、こうした体制整備

までは必要とされない、という違いがあるようです。

もうひとつは「高いコスト競争力」を持たなければならないことです。日本の自動車が世界市場での競争力を誇っ

ているのは、性能や品質安定性に加え、製品価格の約７０％を占める部品のコスト競争力にある、といっても過言で

はありません。部品の製造能力や品質安定性は必須条件であり、コスト競争力こそが受注成立を左右します。高品

質を優先してコストや納期を犠牲にするのではなく、むしろ品質基準内でぎりぎりの合格ラインを狙う、余分な製

造コストは排除する、といったよりシビアな対応が自動車産業では求められています。

これらを両立するために、参入企業がコスト対応のポイントとして挙げた項目は多岐に亘ります（図３参照）。１００

万分の１単位までの不良率低減や、２４時間の工場設備稼動など、大量生産というスケールメリットを製造コスト低

減、企業収益確保へ最大限活かすために、抜本的な製造工程見直しをはじめ、日々絶え間ない工夫と改善を重ねる

ことが必要なのです。

参入への取組み ～設備投資～

ここでは、参入企業の具体的な取組みについてまとめてみたいと思

います。

自動車部品製造は一旦受注すれば、安定かつ大量の受注が期待でき

ます。そのため、サプライヤー間の受注競争は激しくなります。受注

決定に先行して製造設備への投資を行う場合も少なくないようです。

このような先行設備投資、部品試作などを経て、実際の部品量産に至

るまで概ね２年程度の期間を要します。この収益発生時期のずれは、

新規参入を図る企業にとって、資金面で大きな負担になります。その

ために企業収支が一時的に低迷することもあり、取引金融機関などが

融資取組を検討する上で、重要なポイントになります。

図３ コスト対応のポイント
（ｎ＝２８）

＊図３：ヒアリング調査をもとに作成

図４ 先行設備投資（ｎ＝２８）

＊図４：ヒアリング調査をもとに作成
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同時に、コスト抑制の取組みも重要です。生産効率の良いコンパク

トな工場を目指したり、中古の工作機械を積極的に導入するなど、初

期投資額抑制の工夫が多く見られました。

また自動車産業では、上位メーカーが成長性を見込んだ企業を徹底

的に鍛え、育てあげた先に対して集中的に取引発注を行う傾向があり

ます。上位メーカーも納入先に対して品質管理上の連帯責任を負うた

め、発注先が拡散することは望ましいとはいえないのです。

受注側の企業では、受注量増大というメリットとともに、さらに先

行した生産能力増強の必要が生じ、設備投資などの資金負担も比例し

て大きくなる、という傾向があるようです。そのため参入企業からは、

自動車産業向けの公的融資制度について利用額の拡大を望む声が多く

聞かれました。

参入への取組み ～人材～

自動車産業への参入を果たした地場企業も、すべての経営者にはじ

めから勝算があったわけではないようです。むしろ、自動車産業は品

質・コストなどあらゆる面で要求水準が高く、自社ではとても参入で

きない、といった先入観が強かったようです。そうした心理的なハー

ドルを乗り越える動機は、図５のように業容拡大への強い意欲や、既

存事業の先行きへの危機感などです。

反面、非自動車の本業が当面安泰だと考えている経営者にとって

は、このハードルは乗り越えがたいものだといえるかもしれません。

参入を決断した後に必要なのは、自動車産業のノウハウを社内に浸

透させ定着させる人材です。ここでは図６のように社外から業界ＯＢ

を招聘した企業がある一方で、経営者や若手後継者など社内の人材

が、全く白紙の状態から大変な苦労を重ねてノウハウを習得した企業

も多いようです。両者に共通するのは、従来の自社のやり方を根底か

ら見直し、品質・コストに対する認識を改めるためには、強い求心力

を持つ人材、いわば参入の「キーマン」ともいえる存在が必要だった

ということではないでしょうか。

また、実際に部品製造に携わる従業員については、自動車産業向け

人材を新規採用した企業が見られました。既存の従業員を再教育した

企業も多いのですが、一度身に付いたやり方を見直し、自動車産業の

品質・コストに対する認識を改めて徹底するよりも、新人を教育する

ほうが容易だという意見もありました。

図７のように、従業員を社内で区分し、自動車関連専業として従事

させる企業が半数近くを占めるのは、自動車産業と他産業との品質・

コストに対する認識の差が大きいという証拠なのでしょう。

産業調査

図５ 参入の動機（ｎ＝２８）

図６ 参入のキーマン（ｎ＝２８）

図７ 従業員の担当分野（ｎ＝２８）

＊図５～７：ヒアリング調査をもとに作成
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参入時のかたちは「兼業・協力メーカー」

一般的に、完成車メーカーの最終製品の内製率は３０％程度といわ

れ、実に約７０％もの部品がサプライヤーと呼ばれる部品メーカーに

よって供給されています。特に、直接取引を行う一次部品メーカーに

は上場企業も多く、新型車の設計・開発段階から深く関与します。

そうした自動車専業の大手サプライヤーに対して、九州の地場企業

が参入する場合には、二次・三次以降の部品メーカーや加工メーカー

として、既存事業との兼業を行いながら徐々に取引拡大を図ることに

なります。図８が示すように、参入企業における自動車関連の事業比

率は大半が５０％以内にとどまり、そうした傾向が表れています。

これは、ひとつには各企業の参入形態が、各々の財務状況や、既存

事業との関連性でも大きく変わるためです。経営資源を大きく投入で

きる企業、既存事業の延長線上で業容拡大を図る企業、また、既存事

業の先行き懸念から大幅に業態転換し、いわば「背水の陣」で臨む企

業などさまざまです。

もうひとつは、品質安定性を重視する業界だけに取引実績が重要な要素になることです。徐々に受注量を拡大し、

上位メーカーとの信頼関係を構築していくことによって、長期安定受注が可能になり、その先に投資資金の回収や

収益面の向上が見えてくるといえるでしょう。

地場企業の将来像

最後に、九州の地場企業の将来像について考えてみたいと思います。

北部九州では完成車メーカーの生産能力増強が相次いでおり、輸出拠点としても一段と存在感を増しています。域

内生産が増加すれば、部品の供給量も当然に拡大するため、今後数年間はマーケット拡大期として、自動車産業参

入への大きなチャンスになるでしょう。

また最近では、完成車メーカーなどが、九州での新型車や部品の開発拠点設置を発表しており、九州が自動車開

発から生産までを担う拠点に発展する可能性があります。そうなれば、地場企業の中から更に上位メーカーへステッ

アップする企業が生まれることも期待されますが、その水準に達するまで設備拡充や研究開発に投資できる企業は

限られるでしょう。

今後大きく期待されることは、多数の兼業メーカーが九州に誕生し、地場企業が自動車産業の大量生産・高品質・

低コストの製造ノウハウを獲得することです。世界市場での競争力を持つ製造ノウハウは既存事業にも応用可能で

あり、地場企業の競争力向上に大きく貢献しうると考えるからです。自動車専業でない企業だからこそ、自動車産

業への参入によって新たに発展する可能性を秘めている、といえるのではないでしょうか。 （今村 光男）

図８ 自動車関連事業比率（ｎ＝２８）

＊図８：ヒアリング調査をもとに作成
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新入社員の就職情勢～新入社員の意識調査

ふくおかフィナンシャルグループでは、新入社員・新規採用者の方を対象とする研修会を毎年開

催いたしております。今年は、福岡銀行、熊本ファミリー銀行、親和銀行の３行の共同開催で、３

月２７日から４月４日まで、福岡、北九州、久留米、佐世保、長崎、熊本、八代の７都市、９会場に

て開催いたしました。この時に行いました新入社員の意識調査の結果を、福岡、熊本、長崎の３県

の比較を中心に見ていきます。

就職活動全体の感想

今年の就職は、全体では「とても厳しかった」が２４．５％でほ

ぼ４人に一人、一方「楽だった」は１２．４％で、ほぼ８人に一人

でした。県別に見ると、「厳しかった」は長崎県が最も多く

２７．０％、次いで熊本県２４．５％、福岡県２４．０％となっています。

一方、「楽だった」は熊本県が最も多く１５．１％、福岡県が１２．８％、

長崎県が９．０％でした。「厳しかった」－「楽だった」の差をみ

ると、福岡県１１．２ポイント、熊本県９．４ポイント、長崎県１８．０

ポイントで、３県では最も厳しかったのが長崎県、次いで福岡

県、熊本県の順となっていました。

最終学歴別に見ると、「厳しかった」が最も多かったのは大

学院卒の３０．８％、次いで大学卒の２６．６％、高卒の２４．３％で、もっ

とも少なかったのは専門学校・短期大学卒の１９．６％でした。一

方、「楽だった」が多かったのは、専門学校・短期大学卒、大

学卒、高卒、大学院卒の順で、その差である「厳しかった」－

「楽だった」、大学院卒が３０．８ポイントで最も多く、次いで高

卒の１５．０ポイント、大学卒の１１．８ポイント、専門学校・短期大

学卒の２．９ポイントとなっており、大学院卒が最も厳しかった

一方、専門学校・短期大学卒はそれほどではなかったようで

す。

学歴によって異なる就職活動開始時期

図３は、学歴別に就職活動開始時期の割合を見たものです。

大学院と大学卒業生では、最も多いのは昨年３月以前となっ

ており、卒業する前の年度、大学卒の場合には３年生の間に就

職活動を始めていたことが分かります。一方、高卒では、最も

多いのは７～９月です。学校推薦が多いため、学校推薦がこの

時期に行われているためだと思われます。そのため、回答者の

７４％は１社だけの申し込みで決まっています。一方、もっとも

地域経済調査

図１ 県別に見た就職の状況

図２ 最終学歴別に見た就職の状況

16 FFG調査月報 2008年6月



80

70

60

50

40

30

20

10

0

（％）�

～3月� 4～6 7～9 10月～�

大学卒�
専門学校・短期大学�
高卒�

大学院卒�

60

50

40

30

20

10

0

（％）�

～3月� 4～6 7～9 10月～�

長崎県�
熊本県�

福岡県�

70

60

50

40

30

20

10

0

（％）�

～3月� 4～6 7～9 10月～�

女　性�
男　性�

遅いのは専門学校・短期大学で１０月以降に始めた人の割合が

３８％と最も多くなっています。資格等が要件となっている場合

が多く、就職活動が資格が取れてからとなるため遅くなってい

ますが、資格を取得すれば学校推薦を受けられる場合が多く、

４７％の人の訪問社数は１社だけです。

高卒、専門学校・短期大学はほぼどの県も同じ時期に始まっ

ています。また、大学院卒はほとんどが福岡県でしたので、こ

こでは、就職活動の時期がもっとも影響する大学卒の就職活動

時期について県別にみて見ます。

図４は、大卒だけの県別就職活動開始時期について見たもの

です。３県とも５１％は前年の３月以前から活動していました

が、その後は、長崎県が４～６月までにほぼ８割が就職活動を

開始させていたのに対し、熊本県では１０月以降に開始した人が

２４％いました。

開始時期に差が出たのは雇用環境の違いが考えられます。０８

年２月の有効求人倍率では、熊本県（０．７４倍）、福岡県（０．７０倍）

に対し、長崎県は０．５８倍と低く、雇用環境の厳しさが就職活動

を急がせたものだと思われます。また、図５は男女別に開始時

期を見たものです。３月までに就職活動を開始した人の割合

は、男性の４７％に対し、女性では５８％を占めており、女性の就

職活動開始時期の方が早くなっていますが、逆に１０月以降に始

めた人の割合も高くなっています。資格取得の都合や、公務員

試験後のリトライ組によるものと推定されます。

図３ 最終学歴別にみた就職活動開始時期

図４ 大卒の県別就職活動開始時期

図５ 男女別の大卒就活開始時期
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早期に内定者が決定

学歴別に採用の内定時期を聞いたものが図６です。

３月までに内定が出ていたのは、全ての区分で５％未満と

なっており、まだわずかですが、４～６月になると、まず大卒

が増加、７～９月になると一服しますが、１０～１２月には高卒、

専門学校・短大の内定が本格化し、この頃までに全体の８割以

上が決定しています。

専門学校・短大、高卒の場合は、就職活動が本格化するのが

７～９月以降ということもあり、内定も７～９月から本格化し

ます。そして、１０～１２月までにほぼ８割が決まっています。

一方、大卒は４～６月期に本格化し、７～９月には一服しま

すが、この時までに５７％が決定していました。１０～１２月に再び

増加して８割以上が決定しています。

就職活動開始時期同様、内定時期についても高卒、専門学校・

短大では県別の違いは余りありません。しかし、大卒では県別

に異なっています。

図７は県別に大学卒業者の内定時期について見たものです。

３県とも３月までの内定はわずかで、本格化するのは４～６

月です。長崎県では４１．４％が決まり、３月以前と合わせると、

半数弱がこの頃までに決まっていました。福岡県も３５％が決ま

り、この頃までに４割が決まっていたことになります。一方、

比較的決まっていなかったのが熊本県でした。

長崎県ではその後の決定者数は減少していきましたが、福岡

県では１０～１２月に増加、熊本県では１月以降に増加していま

す。九州南部の他県の出身者で就職活動開始時期の遅い人が多

いことから、九州南部の公務員試験後のリトライ組が熊本県に

集まったものと思われます。

地域経済調査

図６ 内定時期
（学歴別）

図７ 大卒の内定時期
（県別）
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就職活動におけるＩＴ利用

就職活動においてインターネットをよく利用したと答えた人

の割合は、４３．５％でほぼ半数の人が利用していました。一方、

携帯メールを「よく利用した」と答えた人の割合は９．１％で、

あまり使われていません。

図８は、就職活動でインターネット、携帯メールをよく利用

した人の割合について、学歴別に見たものです。

インターネットの利用は、高学歴になるほど高く、大学院卒

では１００％、大学卒で７１．６％となっています。訪問する会社を

決めるにおいて、会社や採用情報の収集に使われたと思われま

す。一方、専門学校・短大、高卒においては学校推薦で決まる

ことが多いこともありあまり使われていません。

携帯電話のメールは友人同士の情報交換に使われると思われ

ましたが、大学卒の１３．３％、専門学校・短大の１１．８％が多いほ

うで、高卒は４．０％、大学院卒では０％とあまり使われなかっ

たようです。

なお、県別ではあまり差はありませんでした。

県別に異なる県外採用者の割合

図９は、県別に出身地と勤務地との関係をみたものです。

全体では、７５．３％が出身県と同じ県、２４．７％が他県の出身者

です。

県別に他県出身者の割合を見ると、福岡県が２７．２％で最も多

く、熊本県は１４．９％、長崎県は１０．４％と低くなっており、福岡

県は他県からの就職者が多いことが分かります。

なお、最終学歴別に他県出身者の割合を見ると、大学院卒が

２１．４％、大学卒が３５．２％、専門学校・短期大学卒が２３．６％、高

卒が１１．１％となっています。大学院を除くと学歴が高くなるほ

ど、就職における県の壁が低くなっているようです。

（中村 和臣）

アンケート数：８７７（福岡県就職：５２２、熊本県就職：１６８、長崎県就職：１０６、その他：８１）

（大学院卒：１４、大学卒：２８４、専門学校・短大卒：１７４、高卒：３１６、不明：８９）

（男性：４２５、女性：４５２）

図８ インターネット、携帯メール利用者の割合
（よく利用した人・学歴別）

図９ 県内出身者と県外出身者の割合
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日本一高い？長崎県のガソリン価格

原油価格の高騰を受け、石油製品価格や原材料費等が上昇し、企業経営や家計に多大な影響を及

ぼしています。特に、離島を多く抱える長崎県では、レギュラーガソリンの平均価格が全国一高い

とも云われています。本レポートでは、その価格高の要因と今後の対応について考察していきます。

１．長崎県のガソリン販売価格の推移

本土のガソリン価格は全国平均並み
最近の長崎県のレギュラーガソリン販売価格の推移をみ

ると、全国と比較して４円～７円程度の格差がみられま

す。これを長崎県の本土と離島地区に分けてみると、本土

では全国との格差はほとんど見られないのに対し、離島地

区では依然２０円以上の開きがあります（表１）。この離島地

区の価格高が長崎県全体のガソリン価格に大きく影響して

いるのです。

２．離島地区の石油製品価格高の要因

少ない１給油所当たりの人口、自動車台数
次に、なぜ離島地区はガソリン価格が高いの

か、その要因についてみてみます。

表２は離島４市町の人口、自動車保有台数を

給油所数で除したものですが、離島４市町を除

く県平均と比較すると、１給油所当たりの人

口、自動車台数が共に１／２程度と少ないた

め、１給油所当たりの石油製品販売量は県平均

を大きく下回っています。この販売量の少なさ

と比較して給油所の販売管理費等の運営コスト

が大きいことが価格高の大きな要因となってい

ます。

長崎県における石油製品の輸送経路と流通状況
図１は、石油製品の長崎県本土と離島地区の

輸送経路及び流通状況を示したものです。離島

地区においては、中通島（新上五島町）のように

本土よりタンクローリーをフェリーで輸送し、

給油所に配送する地域もありますが、対馬島、

壱岐島、福江島では、タンカーにて海上輸送し、

現地の油槽所に貯油した後にタンクローリーに

地域経済調査

表１ レギュラーガソリン販売価格の推移

２００７年６月 ２００７年９月 ２００７年１２月 ２００８年３月

全 国 １３９ １４４ １５６ １５３

長 崎 県 １４６ １５０ １６０ １５７

本 土 １４３ １４８ １５７ １５３

離島地区 １６７ １７１ １７９ １８１

（出所）石油情報センター、長崎県石油商業組合

表２ １給油所当たりの人口及び自動車台数

給油所数 人 口
自 動 車
保有台数

１給油所当たり
の人口

１給油所当たり
の自動車台数

対 馬 市 ４０ ３８，１９７ ２５，６５８ ９５４ ６４１

壱 岐 市 ３０ ３１，８４３ ２３，５３４ １，０６１ ７８４

五 島 市 ３１ ４５，２３８ ２７，１７０ １，４５９ ８７６

新 上 五 島 町 １９ ２５，００９ １２，８０４ １，３１６ ６７３

除く離島４市町 ５５１ １，３４１，８５９ ８０７，１２９ ２，４３５ １，４６４

長 崎 県 合 計 ６７１ １，４８２，１４６ ８９６，２９５ ２，２０８ １，３３５

（出所）給油所数 長崎県石油商業組合（平成１９年７月末現在）
人口 住民基本台帳要覧（平成１９年３月末現在）
自動車保有台数 長崎県統計年鑑（平成１９年３月末現在）

（円／Ｌ）

（単位：カ所、人、台）
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鈴木石油� 対馬島�

松早石油�新出光�

共同油槽所（新日石）�

壱岐島�

SS

SS

農協�

SS

SS

元売りＪ社�

ドラム缶（貨物フェリー）�

ローリー（貨物フェリー）�
（14KL）�

タンカー（500KL）� タンカー（500KL）�

タンカー（500KL）�

タンカー�
（2,000KL）�

ドラム缶（貨物フェリー）�

元売りＩ社�

配送（ローリー）�
元売り配車�

福江島�

SS

SS

宇久島�
小値賀島�久賀島�

奈留島�

本土油槽所�
（東西オイル）�

中通島�

精油所（大分、西部、水島、坂出）�

て島内配送をしています。従って、海上輸送費の他、油槽所経費、島内配送費等のコストが発生することで、仕入

れ価格が高くなり、これが販売価格に転嫁されることが給油所の運営コスト高と並んで価格高の要因になっています。

３．今後の対応

地域経済の低迷、省エネ対策の進展、そ

して石油製品価格の高騰等を受け、石油製

品需要が低迷し（表３）、長崎県内の給油所

数は売上減少や競争激化による業績悪化に

より減少傾向が続いています。

特に、離島地区では景気低迷や人口減少

が顕著で、今後も石油製品販売量の増加は

あまり期待できないため、給油所の運営コ

スト低減には限界があります。また、離島地区の海上輸送、貯油、陸

上配送経費の給油所負担によるコスト高要因については、輸送・貯

油・配送の共同化等の対応により、コスト削減は可能だと考えられま

す。但し、こうした共同化によるコスト削減が実現できたとしても、

ＳＳでは、厳しい経営状況が続くことが想定され、削減されたコスト

がそのまま販売価格に反映可能なのかどうかは不透明なところです。

今後、給油所が生き残るためには、顧客ニーズを把握し、顧客満足

度の向上を図り、地域に密着した地域ＳＳならではの製品・サービス

の提供が不可欠です。しかし、個別企業の努力だけでは限界があり、

石油関連業界を挙げた効率化への取組みや、国や県など行政機関の支

援等、更なる検討と対策が求められます。 （東雲 和宏）

表３ 長崎県内石油製品販売量推移

油 種 １９９８年度 ２００２年度 ２００６年度 １９９８年度比

揮発油（ガソリン） ５９３，３９０ ５８９，５３６ ６０７，０９８ １３，７０８ ２．３

灯 油 ２０１，０４９ ２１２，３６９ １６２，９６１ △３８，０８８ △１８．９

軽 油 ５５８，６４３ ４５４，５６５ ４２６，０５２ △１３２，５９１ △２３．７

重 油（Ａ、Ｃ） ７１６，４９８ ６２５，９２９ ５５６，５０６ △１５９，９９２ △２２．３

計 ２，０６９，５８０ １，８８２，３９９ １，７５２，６１７ △３１６，９６３ △１５．３

（出所）長崎県統計年鑑

図１ 長崎県におけるガソリン流通

（出所）長崎県県民生活部県民安全課

（単位：KL、％）
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h e a r i n g . 0 1

私の経営理念は４つ。「顧客満足」「社
員満足」「社会貢献」「利益追求」です。
提供する製品・サービスについて、品
質の向上、原価低減など、当社独自の提
案型営業により、お客様の様々なニーズ
に迅速・正確に応えていくことが最も重
要と考えています。
常にお客様から満足していただくため
には、社員の満足度向上が必要です。と
もに働く全ての社員が松本工業グループ
の社員として夢と誇りを持ち、生き生き
と仕事に打ち込める企業でありたいと
願っています。
製造業としての生産活動を支えるもの
は、私どもが生活し働いている地域社会

に対する、適正な納税、環境・資源保全
などの、一企業として当然の貢献・参画
です。
そして、これら全てのことを実現する
ためには、社員一人一人が創造的、かつ
斬新な生産活動に向け、たゆまぬ努力を
し、利益を上げていくことが前提となり
ます。
自動車部品製造業に参入して３０年に
なりますが、厳しい環境の中、他社と比
較されない、自動車メーカ－にとって唯
一無二のビジネスパートナーとなること
を目指しています。合言葉は「チャレン
ジ・オンリー・ワン」です。

当社では自社製品を製造する設備ライ
ンを内製しています。このことにより、
メーカーからのオーダーに対し、より無
駄の少ない、スピード感のある工法を逆
提案することが可能となり、付加価値の
高い製品を提供しています。
また、製造現場改善の手法を、各職場
単位からボトムアップで上げさせ、毎月
発表させる社内提案制度を導入していま
す。１チーム７～８名のメンバーで、毎
月具体的な改善事例とその効果を発表
し、提案数は毎月１００件、累計で１，４００
件になりました。コスト削減はもとよ
り、平均年齢３５歳と若い現場の活性化、

モチベーションの向上に役立っていま
す。
製造ラインの改善運動は、独自の自社
製品の開発につながっています。自動車
部品製造ラインで発生するプレススク
ラップの水平排出システム（ピクシー）
は、そうした改善の積み重ねから生まれ
たオリジナル製品ですが、２００３年度の
「グッドデザイン賞中小企業庁長官特別
賞」を受賞いたしました。
当社の工場はアイデアと工夫の結晶で
す。「人に優しい設備」「熟練工が不要な
設備」により、更なる技術革新と付加価
値向上を目指して参ります。

推薦者コメント�

古村 福岡銀行
北九州営業部長コメント

松本工業さんは、時代変化
の中で、確かな技術に裏打ち
された企画力と先見性を発揮
され、FFGのブランドスロー
ガンにも通じる４つの経営理
念を見事に体現されている、
北九州の企業です。
新連載企画の第一弾に相応
しい企業で、自信を持ってご
紹介させて頂きます。

松本工業 株式会社

事｜業｜概｜要

会 社 名／松本工業株式会社

所 在 地／福岡県北九州市小倉北区三萩野１丁目２番５号

事業内容／自動車部品製造ほか金属加工業

設 立／１９６６年１１月

資 本 金／４８百万円

従業員数／２００名

年 商／５０億円

Ｔ Ｅ Ｌ／０９３‐９２３‐０３８８

Ｆ Ａ Ｘ／０９３‐９２３‐１５２２

Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.matsumoto-kk.co.jp代表取締役

松本 茂樹氏

私の経営理念

当社のセールスポイント

〈プレススクラップ水平排出システム〉
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h e a r i n g . 0 2

私の経営理念は「お客様第一主義」「企
業と社員の永続的かつ健全な発展」で
す。
私どもの主要なお客様であります地域
の家電専門店・量販店に対し、�豊富な
品揃え�機敏な商品供給�魅力ある価格
で提案 を実践することにより、多様化
する顧客ニーズに適応した商品開発と高
度な情報提供を行うことに最も力を注い
でいます。
また、毎年、営業年度毎の基本理念を
社内に提示しています。

さん かん かん おう

今年度（第３１期）は『三関感王』で
す。この言葉は横浜ブリキのおもちゃ博
物館館長の北原照久氏の言葉にヒントを

得て、私自身が考案した「造語」で、全
社員に対し、何事にも関心を持ち、感動
する気持ちを忘れず、感謝の気持ちを持
とう、という願いを込めています。

せきしょういだい

前期（第３０期）は『積小為大』。大き
いことをしたいと思えば、小さなことを
怠らず勤めなければならない、という二
宮金次郎の言葉です。

よん み いったい

そのほか、『四魅一体』（お客様、メー
カー、社員、会社が一体となって魅力あ

はん ぽ ぜんしん

る商品を提供しよう）や、『半歩前進』
など、自分の言葉でスローガンを考え、
全社一丸となってお客様第一主義に取り
組んでいます。

当社はこの１０年間に激変した家電業
界において、メーカーと家電小売店の隙
間を結ぶ「架け橋の役割」を自負してお
ります。
大手家電メーカーが在庫を持たないビ
ジネスモデルに転換し、地方では臨機応
変でスピーディーな商品調達が難しくな
りました。当社では、町の小売店様が必
要とされる一般家庭電化製品と関連部材
の卸販売において「あそこに行けば商品
がある」という信頼を頂戴しておりま
す。夏場のエアコンや冷蔵庫の故障な
ど、一刻も早い修理・復旧が求められる
ケースでも、きめ細かな品揃えで、迅速

な商品供給が可能です。
また、毎年春・秋の二回、家電販売店
で使用する商品チラシを、当社で作成し
配付しています。これは、当社がすぐに
対応できる商品ラインナップを小売店に
お約束するもので、手間と時間をかけて
売れ筋と価格を調べ上げ、販売店様の拡
販を側面支援しております。そのほか、
最近は工務店さんとタイアップした提案
型営業に注力し、低コストで経済的な床
暖房材「パセロ」など、リフォーム時に
最適な商品をご提供しております。
お客様が喜ぶサービスを自前で提供で
きる。それが当社の強味です。

推薦者コメント�

入江 熊本ファミリー銀行
本店営業部長コメント

当社は、九州全域に販売先
を有する家電製品等の卸売を
生業としています。
当社は、竹中社長のリー
ダーシップのもと、スピード
感のある経営を行っていま
す。特に素晴らしいのは、お
客様の声を大切にしながら、
本業一筋に徹しているところ
です。

株式会社 ケイワード九州

事｜業｜概｜要

会 社 名／株式会社 ケイワード九州

所 在 地／熊本県上益城郡嘉島町上仲間２２７番地１７

事業内容／家電製品及び関連部材商品卸売業

設 立／昭和５４年１月

資 本 金／１０百万円

従業員数／８０人

年 商／５，９８４百万円

Ｔ Ｅ Ｌ／０９６‐２３７‐３６６３

Ｆ Ａ Ｘ／０９６‐２３７‐３６７７

Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.kyword.co.jp/代表取締役

竹中 康彦氏

私の経営理念

当社のセールスポイント
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当社は、「確かな感性と優れた技術力
によって地域の発展に貢献していくこ
と」を経営理念としています。
この理念を具現化するのに最も重要な
ことは、日々の業務における「創意工夫」
の積み重ねであり、常に顧客の要望に応
えられるように、一人ひとりが意識を
持って品質向上に取り組むことが、その
ポイントであると思います。
私は、１９６２年に小型運送業から事業
を興し、土木工事業へと展開していきま
した。そして、海に囲まれた地元五島列
島の福江島において地域の産業が発展し
ていくには、港の整備が不可欠であると
いう思いから、港湾土木分野への事業進

出を決意しました。
港湾土木事業へ参入した当初は、浚渫
船など不慣れな特殊船の操作に大変な苦
労をしましたが、機械操作の修得に取り
組む傍ら、既製の船舶や特殊機器類の機
能に改良を加え、これまでの港湾土木事
業にはなかった視点での事業効率化を果
たしました。このように、様々な現場環
境に合わせて作業技術の改善に努めるこ
とにより、数々の事業をこなしてきまし
た。
これからも、当社の特徴である技術力
を柱に、地域社会の発展に貢献していき
たいと考えています。

当社が手がける事業は、橋の架橋工事
から海洋土木工事まで多岐に渡っていま
す。その中で主力としているのは、海洋
土木工事です。
当社の事業のモットーは、環境保全に
配慮しつつ、緻密な計画により安全迅速
な作業を行うことです。港湾整備などの
現場に多い、堅い岩盤や珊瑚礁などを掘
削する作業では、従来、ダイナマイトを
使用していたため、危険性が高く工期も
長くかかっていました。当社では岩盤掘
削用の砕岩棒として、独自の工夫を施し
た坂口式砕岩棒を開発し、あらゆる岩盤
掘削に適した施工を実現しています。こ

のシンプルな工法は安全で環境にやさし
く、様々な現場で活用できます。
海洋での作業は、起重機を備えた特殊
船で砕岩と浚渫を行いますが、当社の特
殊船は、小型で小回りが利くという特徴
を有しています。さらに、起重機に取り
付ける砕岩棒と浚渫グラブの交換も、洋
上にて迅速に行うノウハウを有している
ので、作業に無駄が発生しません。
作業で使用するグラブ式浚渫船、曳
船、台船、土船などは、自社で所有して
おり、こうした機動性を活かしながら、
海洋土木に関わる様々な事業にチャレン
ジして参ります。

推薦者コメント�

岡本 親和銀行
福江支店長コメント

坂口社長は、バイタリティ
溢れる行動力に加え、先見性
に富み創造性豊かで、豊富な
経験に甘んずる事なく常に技
術力の改善、向上に取り組ん
でおられます。今後も、日本
国内に留まらず、海外も含め
更に活躍の場を広げていかれ
るものと確信致します。

株式会社 坂口工業

事｜業｜概｜要

会 社 名／株式会社 坂口工業

所 在 地／長崎県五島市上大津町５３９番地１

事業内容／土木工事、舗装工事、浚渫工事、水道施設工事、
管工事、建築工事、造園工事

設 立／１９７３年７月

資 本 金／５，０００万円

従業員数／７４名

年 商／２０億円

Ｔ Ｅ Ｌ／０９５９‐７２‐２０５３

Ｆ Ａ Ｘ／０９５９‐７４‐３１１４代表取締役

坂口 正廣氏

私の経営理念

当社のセールスポイント

24 FFG調査月報 2008年6月



長崎港から西方１００㎞に位置す

る五島市は、温暖な気候で四季を

通して、釣りやマリンスポーツが

できる楽園です。この環境を活か

し、島の活性化の起爆剤としよう

と２００１年より開催されているのが

「アイアンマン世界選手権」の国

内予選を兼ねた国際大会「アイア

ンマンジャパントライアスロン五

島・長崎」です。

大会事務局の北川さんは、「誘

致当時の１９９９年を振り返ると、五

島市は農業、漁業、観光を基幹産

業としながら約５万人が生活して

いましたが、過疎化や高齢化が進

み、交流人口の拡大が求められて

いました。そのような中、トライ

アスロンの最高峰、アイアンマン

大会を五島で開催との話が急浮上

しました。国内外から約８００人の

選手と、その関係者の来島が見込

まれ、地元では『五島振興の起爆

剤に』と期待が膨らみました。」

と大会誘致の経緯を語られます。

０１年７月の第１回大会の開催に

当たって、全長２２６㎞におよぶコー

スの設定や長時間にわたる交通規

制に加えて、大規模なボランティ

アの確保など、課題が山積みでし

た。大会事務局では「島民一人ひ

とりが支える大会」を目指し、町

内単位で説明会を開き、広報誌等

に情報の提供や事前対策を徹底す

るなど、地域が一体となった万全

の体制づくりが進められ、大会は

大成功を収めました。

以来、島内の高校生をはじめと

する住民や島外から約４，０００人の

大ボランティアの応援を受けて、

静かな島は年に一度、「鉄人の集

う島」として島の魅力を全世界に

発信をしています。また、０４年に

は「地域づくり総務大臣表彰地域

振興部門」を受賞しました。

「アイアンマン大会は約２億円

に上る経済効果が見込まれ、今で

は鉄人の島としての大会は島民の

誇りになっています。今後も大会

を通した様々な交流から地元の子

供たちのホスピタリティを醸成

し、皆さんに感動と元気を与えた

いです。」と、北川さんたちは６

月２２日の第８回大会に向けて鉄人

のように、準備を進めています。

北川 数幸（きたがわ・かずゆき）さん
■アイアンマンジャパン大会事務局■
五島市生まれ、五島市役所に勤務し、２００５年大会よりアイアンマンジャパン大会事務局の担当という重責を務め
ると共に、地域活動では福江ドリームス ソフトボールコーチとしても活躍中。

最終コーナー（ゴール目前）のアイアンマンジャパン看板前にて

「「トトラライイアアススロロンンでで
鉄鉄人人のの島島、、五五島島をを世世界界にに発発信信」」

スイムの様子

ボランティアによる給水
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２００８年４月２１日～２２日の２日間にわたり、ふくおかフィナンシャルグ

ループ三行と、それぞれの顧客会員組織主催による「長崎ビジネス交流

会」が、長崎市で開催されました。

２１日にはプレイベントとして、ふくおかフィナンシャルグループ谷正

明会長兼社長より、「ふくおかフィナンシャルグループからのメッセー

ジ」と題したＩＲ講演、千葉商科大学大学院教授の齋藤精一郎氏による

基調講演「日本経済・復活の条件と、今後の中小企業経営」、および地

元中小企業経営者と三行役員の懇親会が、長崎全日空ホテルグラバーヒ

ルで行われました。

プレイベントには、しんわビジネスクラブ会員企業を中心とした三行

のお取引先１５０名が出席。谷社長から「親和銀行の県内営業担当者を増

員した。県内営業を強化することで金融システムを円滑化し、長崎経済

にプラス効果をもたらす」と力強いメッセージが発せられました。

翌２２日にはホテルニュー長崎において、長崎、福岡、熊本三県からの

出展企業１２０社による多業種展示ブース形式によるビジネス交流会と、

ＦＦＧアジア進出支援セミナー、ＦＦＧ観光セミナーが開催されました。

今回のような規模の商談会は長崎県内では珍しく、特に金融機関主催

では過去最大のものとなりました。ビジネス交流会には、県内外より約

３，５００名の来場者があり、会場内は出展者側の積極的な商品ＰＲと熱心

に聞き入る来場者で大いに賑わいました。出展企業からは「具体的な商

談が出来、今後の成約が期待できる成果があった。出展して良かった」

「機会があれば今後とも出展したい」との声が聞かれました。

また、来場者からは「予想を超える立派な商談会でびっくりした。親

和銀行のＦＦＧ統合効果を実感した」「地元企業に対する貢献度は高

い。今後とも継続的な開催を望みたい」との意見があったほか、「今回

は出展しなかったが、これほどのものとは思わなかった。次回は是非と

も出展したいので必ず案内してほしい」など、出展企業以外からもたく

さんの反響がありました。

同時開催されたアジア進出支援セミナーでは、海外進出に精通したコ

ンサルタントや貿易商社、海外流通企業のバイヤーが講演し、約１００名の

出席者が熱心に耳を傾けました。出席者からは「海外で売れるものを造っ

て売る」という講演者の言葉に、共感し納得した声が寄せられました。

観光セミナーでは旅行雑誌「じゃらん」の元編集長、ＪＴＢ、外国人向

けフリーペーパーの出版社社長など多彩な講師陣により、地元長崎の主

要産業である観光をテーマとした講演が行われました。来場者からは「わ

かりやすく、役立つ情報提供だった」という声が多数寄せられました。

（前島 顕吾）

フラッシュ

「長崎ビジネス交流会」開催

左から、鈴木熊本ファミリー銀行頭取、谷社長、
藤井長崎県副知事、鬼木親和銀行頭取

齋藤精一郎氏
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大連編

ＰＲＯＦＩＬＥ

岡田水産株式会社 ～大連岡田水産有限公司～
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

当社（大連岡田水産有限公司）は、ししゃもの国内販売シェア３０％を有

する岡田水産株式会社（本社：山口県下関市、水産食料品製造業）の１００％

出資子会社です。ししゃも加工を中心に、アジ、サバ、ホッケの干物・

みりん漬、冷凍加工品を製造しています。

平成９年１０月に事業拡大を目的に大連に進出し、平成１６年４月に法人

成りしました。当初は、加工業者の施設を間借りし生産していましたが、

業容が拡大するにつれ生産拠点が点在し非効率になったことから、平成

１９年１月、大連市金州区に新工場の建設に着手し、平成２０年２月に完成

しました。敷地面積４万�、建坪３，７９０�の新工場は従業員６００名（内男
性１００名）を抱え、月間出荷量４００ｔの大規模なものです。

当社製品は、ほぼ１００％日本向けに生産されていますが、新工場完成

と同じ時期に発生した中国餃子事件の影響で輸出がストップしてしま

い、約１ヶ月間の操業停止に見舞われました。しかし、当社の危機管理

能力は高く、出荷停止後直ぐに北京の公的機関での品質検査を実施、品

質検査をクリアし出荷許可を取得出来たことで、被害を最小限に食い止

めることが出来ました。現在も、多くの企業が日本向け水産食料品輸出

を制限されている中、当社製品へのニーズは非常に高まっており、今後

の事業拡大が期待されます。

また、流通網等ハード面の発達に伴い、中国の食生活は大きく変化し

ています。その変化を捉えることがビジネスチャンスであり、工場稼働

率の向上にも繋がっていきます。さらに、不測の事態へ対応するとの考

えから、日本向けに加え、中国国内販売向けの製品製造を新たな戦略と

して志向しています。

最後に、当社董事長である岡田水産株式会社の岡田副社長は、現地責

任者として新工場建設から現在に至るまで、従業員と寝食を共にしてい

ます。技術力は勿論ですが、経営者が率先垂範し、自ら働く姿を周りに

見せることが、中国ビジネス成功の最大の秘訣ではないかと感じまし

た。 （宮城 正志）

■現地法人名／大連岡田水産有限公司
■住 所／大連市金州区七頂山郷陸海村１７路１７号
■Ｔ Ｅ Ｌ／＋８６‐４１１‐８７７８‐４２３７
■Ｆ Ａ Ｘ／＋８６‐４１１‐８７７８‐４３９５

■親 会 社 名／岡田水産株式会社
■住 所／山口県長門市油谷伊上１７５５番地１
■Ｔ Ｅ Ｌ／０８３７‐３２‐１１０１
■Ｆ Ａ Ｘ／０８３７‐３２‐２５７７

海外進出最前線

岡田水産㈱岡田社長（右）と、岡田副社長兼大連現地
法人董事長

現地工場外観

ししゃも選別作業
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■出所：Summary Statistic on Port Traffic of HongKong

経済自由都市香港・シンガポールREPORT

物流〔海運・空運〕

今年１月、アメリカのシンクタンク、ヘリテイジ財団が発表した「世

界の国・地域経済自由度ランキング」において、香港は１４年連続で世界

１位に選出されました。このランキングは、ビジネス環境における評価

項目を数値化したもので、香港は、貿易・財政・投資・金融面での自由

度が特に高く評価されています。

この自由度ランキングの中で毎年香港とトップを争っている国が、シ

ンガポールです。香港、シンガポール両都市は、「アジアの経済自由都

市」としてアジア経済を牽引しています。

今回は、両都市の中心産業である、物流〔海運・空運〕、金融〔証券

市場〕に焦点を当てレポートします。

自由貿易港として発展する香港、シン

ガポール両都市は、アジアにおいて「物

流ハブ港」として重要な役割を担ってい

ます。

コンテナ取扱高は表１、２のとおり、

中国の急激な経済発展と港湾施設の整備

により、華東地区の上海、華南地区の深

セン両港が急増していることがわかりま

す。

しかし、香港は２００７年に上海に抜かれ

３位となるまでの間、圧倒的な海運コン

テナ取扱高（ＴＥＵ：ｔｗｅｎｔｙ‐ｆｏｏｔ

ｅｑｕｉｖａｌｅｎｔ ｕｎｉｔｓ ２０フィー

トコンテナ１個分が単位）で、トップのシンガポール

と争ってきました。

それは香港が、家電、通信機器、繊維、玩具などの

工場が集積する中国広東省を背後に有し、それら製品

の輸出中継基地として発展してきたからです。ところ

が、米中の貿易不均衡の大きな原因とされる繊維産業

に対する輸出規制強化、玩具への有害物質混入問題等

から、取扱高は近年伸び悩んでいます。また、深セン

は労賃が安く、規制緩和や港湾設備の近代化に積極的

なのに比べ、香港は港湾コストが高いことも、取扱高

伸び悩みの要因となっています。

一方、シンガポールは、中国とインド、アジアと欧

米、インド・中東と日米をつなぐ中間点に位置すると

いう地理的優位性から、これまで、各地域向けの荷物

海外リポート

表１ 海運コンテナ取扱高世界ランキング

２００６年 ２００７年

都 市 名
取扱高

（千 TEU）
都 市 名

取扱高
（千 TEU）

１ シンガポール ２４，７９２ シンガポール ２７，９３６

２ 香港（中国） ２３，５３９ 上海（中国） ２６，１５０

３ 上海（中国） ２１，７１９ 香港（中国） ２３，９９８

４ 深セン（中国） １８，４７０ 深セン（中国） ２１，０９９

５ 釜山（韓国） １２，０３９ 釜山（韓国） １３，２６０

６ 高雄（台湾） ９，７７５ ロッテルダム（オランダ） １０，７９１

７ ロッテルダム（オランダ） ９，６５３ ドバイ（アラブ首長国連邦） １０，６５３

８ ドバイ（アラブ首長国連邦） ８，９２３ 高雄（台湾） １０，２５７

９ ハンブルグ（ドイツ） ８，８６２ ハンブルグ（ドイツ） ９，８９０

１０ ロサンゼルス（アメリカ） ８，４７０ 青島（中国） ９，４６２

（出所）Summary Statistics on Port Traffic of Hong Kong ２００８年１月版より作成

シンガポール中心部

表２ 四大港コンテナ取扱高推移
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の積み替えを主として取扱高を伸ばしてきました。

中国港湾施設の近年の発展ぶりからすると、数年後

には、深セン、上海が１、２位になるものと予想され

ています。

取扱高の順位では後退するものの、コンテナ取扱高

上位４港湾都市と５位以下は依然として大きな差があ

ります。また、国際積み替え取扱高は、フリーポート

として実績のある香港・シンガポール両都市が、上

海、深センに比べると依然として多く、あらゆる地域

への航路が集結した香港・シンガポールの利用価値も

依然として高いことから、地位が低下しているとはい

えないでしょう。

次に、空運業ですが、空港貨物の取扱高において、

表３、４のとおり、香港がシンガポールはもとより他

の空港に対して大きく水をあけています。これは香港

が海運と同様、輸出中継基地として、世界各国の都市

に様々な路線を持っていることと、まだ政治・政策上

制約の多い中国本土の航空貨物を一旦香港に集約し、

各地に送ることが主流となっているためです。

香港・シンガポール両都市の空港は、取扱高では差

がありますが、両者とも近代化設備を備えた巨大な

「ハブ空港」です。イギリスの調査会社による顧客満

足度調査では、毎年世界１位の座をめぐるライバル関

係にありソフト・ハード両面にすぐれた空港としても

知られています。

一方、アジアの金融は、東京、香港、シンガポール、

上海が、「アジアの国際金融センター」の座をめぐり

熾烈な争いを繰り広げています。証券取引所の規模で

いえば、香港とシンガポールは、東京、上海に遅れを

とっているといえます。しかし、規制緩和や市場の自

由化を進める両都市は、東京、上海に比べ自由度が非

常に高く、先進的な取引所であるといわれています。

特に近年シンガポールは、証券取引所の時価総額で

は小さいものの、国内企業のみならず、中国・近隣の

表３ 空港貨物取扱高推移

（出所）各空港ホームページより作成

表４ ２００７年世界空港貨物取扱ランキング

（出所）香港空港ホームページ（ＡＣＩのデータ）

香港金融街「セントラル地区」
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最後に

アジア諸国の企業の誘致を積極的に行ったり、各種ＥＴＦ（上場型投資信託）やＲＥＩＴ（上場型不動産投資信託）が多

く上場しており、アジアでの存在価値を高めています。

外国人投資家にとって非常に規制が多く、投資先数の少ない上海市場に比べ、魅力のある香港は、世界各国から

の投資資金を集め、中国企業の資金調達の受け皿としての価値を高めています。

また、中国では、人民元流通過剰によるバブル化が懸念されており、人民元を外貨へ転換し、海外へ投資するこ

とが必要といわれています。そこで中国の一部でありながら、香港ドルというＵＳドルに連動した通貨で取引され

る香港証券取引所は、第一優先の『海外投資先』として考えられています。現在の法律上、中国本土住民による海

外直接投資は出来ませんが、やがて解禁されれば、香港市場が中国本土投資家の『海外投資先』となり、さらなる

巨大市場に変化する可能性があります。

近年、両都市ともに、中国を中心とする、アジア地域の経済発展の恩

恵を受け、ＧＤＰは高成長を遂げています。一人当たりのＧＤＰは、香

港とシンガポールは、ほぼ同等で、アジア地域の中では、豊かな都市で

ある事がわかります。

また、両都市は中華系が人口の大半を占めている中国語圏である点

や、アジア各国の中では数少ない「英語がビジネスで通用する都市」で

ある事も共通点として挙げられます。両都市ともに教育レベルは非常に

高く、現在のビジネスには不可欠な「中国語・英語」を操る人材が豊富

です。

拡大を続ける中華圏ビジネスの中心として位置するビジネス自由都

市、香港・シンガポールは、『中国・アジアビジネスのゲートウェイ』『ア

ジアのビジネスハブ』として、今後更なる発展が期待されます。

（平松 毅一郎）

参考文献：加藤 修 監修 「チャイナ・プラスワン」ＮＮＡ

海外リポート

表５ ２００８年３月時点での世界の証券取引所時価総額

証券取引所 国 名 時 価 総 額 登録企業数 内外国企業数 外国企業割合

１ ニューヨーク アメリカ １４，２２５，５１７ ２，３０５ ４１４ １８％

２ 東京 日本 ３，９７１，３９３ ２，４１６ ２５ １％

３ ユーロネクスト EU ３，８６３，６６３ １，０３２ － －

４ ナスダック アメリカ ３，４７０，３８０ ３，０４４ ３３９ １１％

５ ロンドン イギリス ３，３９４，８６９ ３，２７３ ７１１ ２２％

６ 上海 中国 ２，５８６，２８２ ８６１ － －

７ 香港 中国 ２，１７６，８８８ １，２４４ １０ １％

８ ドイツ ドイツ １，９０５，４００ ８５８ １００ １２％

９ トロント カナダ １，８６３，９８５ ３，９９３ ７８ ２％

１０ スペイン スペイン １，７３０，７４４ ３，５７５ ３９ １％

２１ シンガポール シンガポール ４８６，４８５ ７７０ ２９７ ３９％

（出所）World Federation of Exchanges レポート２００８年３月分より作成

表６ 両都市の概要

香 港 シンガポール

面積（�） １，１０４ ６９７

人口（千人） ６，９７８ ４，１８５

公用語

中国語（北京
語ー生活上は
広東語）、英
語

英語、中国語
（北京語）、マ
レー語、タミ
ル語

一人当たり
GDP（USドル）

２７，５０４ ２９，９１７

失業率（％） ４．８ ２．７

在留邦人数（人） ２６，０００ ２６，０００

（出所）ジェトロホームページ（２００６年のデータ）

（単位：百万ＵＳドル）
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アジア展示会情報

北京

場 所 展 覧 会 名 期 間
中国国際展覧中心 第２１回中国国際メガネ業界展覧会

９月２６日～９月２８日
２００８第２回中国司法警察用及び安全防犯製品国際博覧会
中国（北京）国際加工包装机械及器材工業展覧会

９月２７日～９月３０日
２００８中国（北京）国際飲物・液体食品技術展覧会
中国国際工作機械工具展覧会 １０月９日～１０月１３日
２００８北京国際供水処理、ポンプ、パイプ、バルブ、化工科学技術及び都市環境保護展覧会 １０月９日～１０月１１日
２００８中国国際ビール、飲物製造技術及び設備展覧会 １０月２０日～１０月２３日
２００８中国（北京）国際衛生健康産業科学技術展覧会 １０月２０日～１０月２２日
２００８北京国際広告技術設備及び印刷包装工業展覧会 １０月２３日～１０月２５日
２００８第４回中国国際流体機械展覧会 １０月２８日～１０月３０日
第３回中国国際建築展覧会 １０月２８日～１０月３１日

北京展覧館 第８回北京結婚展覧会 ７月４日～７月６日
２００８中国国際金融（銀行）技術及び設備展覧会 ９月２５日～９月２８日
２００８中国国際模型博覧会 １０月３日～１０月６日

中国国際貿易中心 ２００８北京国際真珠宝石アクセサリー展覧会 ７月１７日～７月２０日
２００８中国国際ウェディング及び撮影器材博覧会 ７月２３日～７月２６日
２００８第１８回中国北京国際ギフト工芸品及び家庭用ブランド商品展覧会 ９月２４日～９月２７日
第５回中国国際茶行博覧会 １０月１２日～１０月１５日
２００８中国国際教育展覧会 １０月１８日～１０月１９日
２００８中国北京国際貨幣博覧会 １０月２４日～１０月２７日
２００８中国北京秋季不動産展示交易会 １０月３０日～１１月２日

全国農業展覧館 ２００８北京内装装飾建築材料展覧会 １０月３日～１０月５日

天津
浜海国際会展中心 ２００８中国国際口腔医学大会及び設備器材展覧会 １０月１１日～１０月１４日
天津国際展覧中心 ２００８結婚用品展覧会 ８月１日～８月２日

２００８天津建築装飾材料展覧会 ９月１０日～９月１２日
２００８新エネルギー展覧会 ９月１４日～９月１６日
２００８アイスクリーム展覧会 １０月２１日～１０月２４日

大連
世界博覧広場 ２００８中国国際（大連）伝統的工芸品及び民間収集博覧会

７月３日～７月６日
２００８大連第９回芸術博覧会
第３０回大連不動産交易会及び装飾展覧会

７月１１日～７月１４日
第２２回中古住宅交易会
中国国際（大連）青少年児童用品博覧会 ７月２６日～７月２８日
第１２回アジア太平洋化工大会 ８月４日～８月６日
第１３回大連国際自動車工業博覧会 ８月１４日～８月１８日
第３回中国（大連）国際服装紡績商品博覧会 ８月２８日～８月３０日
東北砂糖、酒食品交易会 ９月４日～９月７日
２００８東アジア観光博覧会

１０月１０日～１０月１２日
第１５回大連国際ホテル設備及び用品展覧会
第１３回国際生物技術大会及び展覧会 １０月１３日～１０月１６日
第３１回大連不動産交易会及び装飾展覧会

１０月１７日～１０月２０日
第２３回中古住宅交易会

大連星海会展中心 ２００８大連市第４回国際茶博覧会 ７月３日～７月６日
第６回中国工芸美術博覧会

７月１７日～７月２０日
大連国際クラシック家具博覧会
２００８中国大連ビール祭り ７月１７日～７月２８日
２００８大連国際医療器械展覧会

７月２２日～７月２４日
２００８大連国際健康産業博覧会
第９回中国遼寧国際教育展覧会（大連） ７月２６日～７月２７日
第１３回大連国際自動車工業博覧会 ８月１４日～８月１８日
第３回中国（大連）国際服装紡績商品博覧会 ８月２８日～８月３０日
大連国際服装博覧会（二期） ９月２日～９月８日
大連国際服装服飾博覧会 ９月１０日～９月１８日
大連国際金属工業展覧会 ９月１１日～９月１３日
第５回中国国際老年者用品博覧会 ９月１７日～９月２０日
中国大連国際地面材料及び生産設備展覧会 ９月２１日～９月２４日
２００８国際自動車アフターサービス展覧会

９月２２日～９月２４日
２００８大連教育産業博覧会
２００８中国家庭用品博覧会
第１０回中国国際建築材料及び内装関連製品展覧会 １０月１６日～１０月１９日
第９回大連国際流行家具展示即売大会

瀋陽
瀋陽国際会展中心 ２００８瀋陽国際自動車工業博覧会 ７月８日～７月１３日

２００８中国国際装備製造業博覧会 ９月１日～９月５日

青島
青島国際会展中心 ２００８第８回中国（青島）国際家具及び木工機械博覧会 ７月２１日～７月２３日
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場 所 展 覧 会 名 期 間
上海新国際博覧中心 ２００８中国（上海）国際紡織品・生地・付属品博覧会／２００８中国（上海）国際服装OEM加工博覧会 ６月２日～６月４日

第９回中国国際鋳造、圧力鋳造（ダイカスト）、工業炉展覧会 ６月３日～６月６日
２００８中国国際鋳物博覧会 ６月３日～６月６日
第１１回中国国際冶金工業展覧会 ６月３日～６月６日
第１４回上海テレビフェスティバル ６月１０日～６月１２日
第１１回上海国際映画フェスティバル ６月１０日～６月１２日
２００８年中国上海小売業博覧会 ６月１１日～６月１３日
２００８年中国上海設計週間 ６月１１日～６月１３日
中国国際物流、運輸及び長距離郵便博覧会 ６月１７日～６月１９日
世界ファッション・アクセサリー交易会＆世界乳児・幼児向け製品交易会 ６月１８日～６月２０日
２００８年国際スポーツ・レジャー用品交易会 ６月１８日～６月２０日
２００８年世界製薬原料中国展覧会 ６月２４日～６月２５日
アジア食材＆技術展覧会 ６月２４日～６月２６日
Cityscape China ６月２５日～６月２７日
２００８年中国国際情報通信＆ハイテク新技術展覧会 ６月２５日～６月２８日
中国国際印刷包装紙業工業展覧会／第１６回上海国際広告技術設備展覧会 ７月２日～７月５日
中国国際包装＆加工技術展覧会／乳製品＆飲料加工包装技術展覧会 ７月９日～７月１２日
上海国際金型＆製造設備展覧会／韓国機械展覧会 ７月９日～７月１２日
中国国際デジタルエンターテイメント技術展覧会 ７月１７日～７月１９日
第８回マタニティ＆ベビー・キッズ用品博覧会 ７月１７日～７月１９日
中国国際紡績機械展覧会＆ITMAアジア展覧会 ７月２７日～７月３１日
上海国際自動車材料・自動車製造設備展覧会 ８月１３日～８月１６日
第１９回中国（上海）国際建材＆室内インテリア展覧会／第４国際建築省エネルギー＆新型壁材展覧会 ８月１９日～８月２２日
２００８年第６回中国自動車用品交易会 ８月２０日～８月２２日
中国国際ニット博覧会 ８月２６日～８月２８日
中国国際家庭用紡織品＆付属品博覧会 ８月２６日～８月２９日

上海国際展覧中心 ２００８中国上海国際自動車部品展覧会 ６月２日～６月４日
２００８第５回上海国際模型展覧会 ６月７日～６月９日
第６回中国国際屋上と建築防水技術展 ６月１２日～６月１４日
第６回中国国際圧力鋳造（ダイカスト）会議＆展覧会 ６月１８日～６月２１日
２００８上海第１２回別荘博覧会 ６月２７日～６月３０日
第１４回中国（上海）国際結婚写真器材展覧会（秋季） ７月３日～７月６日
第５回中国国際成人保健＆生殖健康展示会 ７月１９日～７月２１日
２００８上海国際石油・天然ガス技術及び設備展覧会 ８月２０日～８月２２日
上海ファッションウィーク・服装業仕入交易会 ８月２７日～８月２９日

上海世貿商城
（上海マート）

２００８中国国際お菓子工業展覧会 ６月３日～６月５日
２００８上海国際建築・省エネルギ・環境保護技術展 ６月７日～６月９日
２００８中国上海建築設計及び都市計画展示会 ６月１１日～６月１３日
２００８第５回上海国際靴類、皮革、バッグ展覧会 ６月１８日～６月２０日
上海国際金属加工技術展覧会 ６月２３日～６月２５日
第３回中国硬質合金工業展覧会 ６月２３日～６月２５日
２００８年上海国際漁業博覧会 ６月２６日～６月３０日
第１３回中国（上海）国際結婚写真器材展覧会 ７月３日～７月６日
全国地銀合同商談会 in 上海 ７月８日
２００８中国国際服装交易会 ７月１４日～７月１６日
２００８日本食品展示商談会 in 上海（Japanese Food Fest in Shamghai） ７月２３日～７月２４日
２００８上海国際商業不動産展覧会 ８月７日～８月１０日
第２回国際ギフト・インテリア用品交易会 ８月２８日～８月３１日

上海光大会展中心 第１２回国際工業自動化＆コントロール技術展覧会 ６月４日～６月６日
第１３回国際コネクタメーカー展覧会 ６月４日～６月６日
第１２回国際センサー＆テスト技術展覧会 ６月４日～６月６日
２００８第２回中国（上海）国際住環境科学技術博覧会 ６月１０日～６月１２日
第５回上海国際室内環境技術及び製品展覧会・フォーラム ６月１０日～６月１２日
上海国際民間飛行場施設建設＆運営展覧会 ６月１７日～６月１９日
２００８第４回中国（上海）医療機器展覧会 ６月１８日～６月２０日
２００８第７回中国（上海）国際身体障害者＆老人リハビリ介護用品用具展覧会 ６月１８日～６月２０日
第２回上海国際整形外科設備展覧会 ６月２０日～６月２２日
第５８回中国実験室技術＆設備交易会 ６月２２日～６月２４日
第５回２００８中国国際自動販売システム及びビジネス用自動サービス製品展覧会＆フォーラム ６月２６日～６月２８日
２００８中国上海結婚撮影商品博覧会 ６月２７日～６月３０日
２００８中国国際映像・撮影機材展覧会 ７月３日～７月６日
中国テレビ通販展示会＆商品推薦会 ７月９日～７月１０日
２００８第７回中国（上海）国際電子工業展覧会 ７月９日～７月１１日
２００８第５回中国（上海）国際携帯電話産業展覧会＆研究会 ７月９日～７月１１日
第２回中国（上海）屋外用品＆屋外レジャー家具博覧会 ７月１３日～７月１５日
２００８中国フィットネス大会＆フィットネス機材仕入注文会 ７月１３日～７月１５日
２００８中国（上海）対外貿易工場展覧会 ７月１３日～７月１５日
CMEF Regional ７月１８日～７月２０日
２００８第５回中国国際フォークリフト・物資運搬展覧会 ７月２３日～７月２５日
２００８中国国際建設工事機械展覧会 ７月２３日～７月２５日
HCIE２００８中国（上海）国際保健産業博覧会 ７月２３日～７月２５日
２００８中国船舶工業国際セミナー／２００８中国（上海）国際造船工業設備及び船舶設計技術展 ７月２８日～７月３０日
２００８中国機械工業博覧会 CMIE２００８ ７月２８日～７月３０日
２００８第３回中国（上海）ウェディング博覧会 ８月１日～８月３日
第２回２００８中国（上海）国際水素エネルギーと燃料電池投資貿易展覧会＆２００８中国（上海）国際新エネルギーカー展覧会 ８月７日～８月９日
第３回上海国際食肉産業展覧会／上海国際食用油展覧会 ８月７日～８月９日

上海
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貿易お役立ち情報�
U s e f u l  I n f o r m a t i o n

場 所 展 覧 会 名 期 間
第４回上海国際金属工業展覧会／中国国際鋼鉄貿易（上海）展覧会 ８月２１日～８月２３日
２００８第３回上海ドア、窓、カーテンレール技術展覧会／２００８上海カーテン・窓飾り・壁紙・布芸展覧会／上海家庭用紡績品博覧会 ８月２６日～８月２８日
第１１回全国臨床腫瘍学大会 ８月２８日～８月３０日
２００８年上海国際紡績糸と繊維展覧会／２００８年上海国際絨・毛・シルク及び製品展覧会 ８月３０日～９月１日
第４回中国商業不動産博覧会 ８月３１日～９月２日

香港・マカオ
Hong Kong Convention & Exhibition Centre 贈答品、家庭用品、玩具見本市 ７月２日～７月５日

教育関係見本市 ７月５日～７月６日
香港ファッションウィーク春・夏２００９ ７月８日～７月１１日
香港婚礼・贈答見本市 ７月１１日～７月１３日
ブロードバンド技術見本市 ７月１５日～７月１８日
香港書籍フェア ７月２３日～７月２９日
第５回香港国際教育博覧会 ８月１日～８月３日
第１０回香港アニメ・ゲーム展 ８月１日～８月５日
第１６回子供用品見本市 ８月８日～８月１０日
２００８年香港高級オーディオ・ビジュアル展 ８月８日～８月１０日
２００８香港国際医療・保健展示会 ８月１４日～８月１８日
２００８年食料品見本市 ８月１４日～８月１８日
香港コンピューター・コミュニケーションフェスティバル ８月２２日～８月２５日
香港時計見本市 ９月３日～９月７日
飲食店関連見本市 ９月９日～９月１１日
国際宝飾品見本市 ９月１５日～９月２１日

Asia World Expo 第３回国際ペット用品見本市 ７月２５日～７月２５日
アジア服飾宝石・アクセサリー見本市 ９月１５日～９月１８日
香港宝石・高級時計見本市 ９月１５日～９月１９日

ベネチアン マカオ マカオ宝石・高級時計見本市 ９月２５日～９月２８日

深セン
深セン会議展覧中心 第１９回中国貴金属、時計見本市 ７月３日～７月６日

２００８国際ブランド服飾見本市 ７月１０日～７月１２日
第５回光学技術関連見本市 ７月２４日～７月２６日
２００８華南地区機械・技術展 ８月２６日～８月２９日
フラットパネル国際展示会 ８月２６日～８月２９日
光工学関連展示会 ８月２６日～８月２９日
アッセンブリー技術展示会 ８月２６日～８月２９日
華南地区自動車製造技術見本市 ８月２６日～８月２９日
光工学・LED・レーザー見本市 ９月６日～９月９日
国際車展覧会 ９月１４日～９月１８日
環境産業見本市 ９月１７日～９月１９日
深セン不動産展覧会 ９月２８日～１０月２日

広州
広州中国輸出商品取引会琶洲展館 第５回広州国際飲食料見本市 ７月５日～７月７日

第１０回中国国際建築装飾展覧会 ７月６日～７月９日
２００８華南地区自動車製造部品製造見本市 ７月２９日～７月３１日
第２０回広州国際家具見本市 ９月８日～９月１１日
第２回国際新型建築技術見本市 ９月１７日～９月２０日
第５回中小企業博覧会 ９月２２日～９月２５日
第２９回広州国際美容・化粧用品見本市 ９月２４日～９月２６日
広州国際モールド技術展覧会 ９月２４日～９月２６日

広州市錦漢展覧中心 広州国際カレンダー・ギフト展覧会 ７月２３日～７月２５日
国際スポーツ科学＆テクノロジー展覧会 ８月１日～８月３日
第５回香港・マカオ国際スポーツ用品展 ８月１日～８月４日
国際ゴルフ博覧会 ９月１１日～９月１３日
第１７回広州特許フランチャイズビジネス展覧会 ９月１１日～９月１３日
国際エアスプレー技術展覧会 ９月１７日～９月１９日
第８回中国国際保健博覧会 ９月２２日～９月２４日

バンコク
バンコク国際貿易展示センター（Bankok
International Trade & Exibition Centre）

第１５回国際機械・工業技術見本市 ７月３日～７月６日
国際ファッション・皮革見本市 ８月２７日～８月３１日
物流関連産業見本市 ９月１１日～９月１３日

Quee Sirikit National Convention Centre 第９回国際店舗用設備関連見本市 ９月１７日～９月２０日
２００８食料品・食産業見本市 ９月１７日～９月２０日
２００８アジア食品原料見本市 ９月２４日～９月２６日

Exhibition & Convention Centre,Royal Paragon Hall 第１６回ホテル・ケータリング及び飲食関連見本市 ９月１７日～９月２０日

ホーチミン・ハノイ
Ho Chi Minh International Exhibition &
Convention Centre

ベトナム コンピュータ電子関連見本市 ７月１６日～７月１９日
２００８ベトナム美容関連見本市 ７月３０日～８月４日
２００８機械・工業技術見本市 ９月３日～９月６日
国際医療器具・技術展覧会 ９月１０日～９月１３日
第２回国際電気設備・電気関連技術展覧会 ９月１７日～９月１９日
産業オートメーション見本市 ９月１７日～９月１９日
防犯・防火見本市 ９月１７日～９月１９日

Giang Vo Exhibition & Fairground Hanoi ２００８機械・工業技術見本市 ７月９日～７月１２日
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� 景気動向指数（ＣＩ）
先行指数、遅行指数が低下傾向を続けるなか、一
致指数も低下傾向となり、景気の減速感が強まり
ました。

（千億円）

年 月 名 目 実 質

０４年度
０５年度
０６年度

０５．７～９
１０～１２

０６．１～３
４～６
７～９
１０～１２

０７．１～３
４～６
７～９
１０～１２

４，９８５
５，０３８
５，１２０

５，０２６
５，０４３

５，０５９
５，０８３
５，０８１
５，１３６

５，１７１
５，１４５
５，１４７
５，１５７

５，２８０
５，４０７
５，５３９

５，３９５
５，４２６
５，４５５
５，５０１
５，５０２
５，５６１
５，６１３
５，５９２
５，６０８
５，６５６

前期比 ０．２ ０．９
前年比 ０．７ ２．０
資 料 内閣府（季節調整値、但し前年比は原数値による。）

（２０００＝１００）

年 月 先行指数 一致指数 遅行指数

０７．２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３

１０３．０
１０１．７
１０１．９
１０２．１
１０２．４
１０１．９
１００．０
９８．６
９９．６
９７．５
９７．０

９８．４
９６．５
９４．２

１１２．６
１１２．２
１１２．３
１１３．２
１１３．３
１１２．６
１１３．７
１１２．７
１１３．５
１１２．７
１１２．３

１１１．８
１１３．４
１１１．０

１２８．２
１２８．７
１２９．２
１２８．３
１２７．１
１２７．１
１２６．７
１２６．５
１２６．９
１２７．５
１２６．４

１２５．１
１２５．２
１２４．４

前月比 ▲２．４ ▲３．０ ▲０．６
前年比 ▲７．４ ▲２．０ ▲３．３
資 料 内閣府

� 国内総生産
実質は増加が続いていますが、名目は伸び率
が低下しています。名目の内訳を見ますと、
個人消費は伸びましたが、純輸出、設備投資
は伸び率が低下、住宅投資は減少しました。

� マネーサプライ（平均残高）
前年比で見ると、Ｍ１は普通預金などの要求払い預金の低下で減少しました。Ｍ２＋ＣＤは定期預
金が伸びて増加しましたが、Ｍ１の減少で伸び率は低下しました。広義流動性では、国債、金銭信
託、投資信託は伸び率を持続しましたが、金銭信託、投資信託は伸び率が低下しました。郵便貯金
は減少が続きました。

（兆円）

年月
広義流動性Ｍ２＋ＣＤＭ１ 定 期

預金等
うち
郵便貯金等

うち
金銭信託

うち
投資信託うち国債前年比前年比現金 要求払

預 金前年比
０５年
０６年
０７年

０７．３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３
４

３７６
３８８
３８７

３８９
３９４
３９２
３８９
３８９
３８５
３８４
３８２
３８２
３９０

３８８
３８３
３８６
３９０

４．７
３．１
▲０．１

▲０．３
▲０．８
▲０．５
▲０．１
▲０．１
▲０．３
０．０
０．１
０．２
０．４

０．１
▲０．３
▲０．５
▲１．２

７０
７１
７２

７２
７２
７２
７２
７２
７２
７２
７２
７２
７４

７４
７３
７３
７３

３０６
３１６
３１５

３１６
３２２
３２０
３１７
３１７
３１２
３１２
３１０
３１０
３１５

３１４
３１０
３１４
３１７

７０５
７１２
７２４

７１８
７２５
７２３
７２６
７２７
７２４
７２４
７２４
７２６
７３３

７３５
７３２
７３４
７３９

１．８
１．１
１．６

１．１
１．１
１．５
１．９
２．０
１．８
１．７
１．９
２．０
２．１

２．１
２．３
２．３
１．９

３０７
３０３
３１４

３０８
３１０
３１２
３１４
３１６
３１７
３１８
３１９
３２１
３２１

３２４
３２６
３２６
３２７

１，４００
１，４３４
１，４８７

１，４６６
１，４７７
１，４８３
１，４９０
１，４９５
１，４９６
１，４９６
１，４９９
１，５０５
１，５１２

１，５１５
１，５１２
１，５１４
１，５１８

２．９
２．４
３．７

３．７
３．４
３．２
３．７
４．１
３．９
３．９
３．９
３．８
３．６

３．６
３．３
３．３
２．８

３２９
３１８
３０８

３１０
３０９
３０８
３０８
３０８
３０７
３０５
３０６
３０４
３０５

３０４
３０３
３０１
３００

１１３
１５７
１８１

１７５
１７８
１８２
１８３
１８３
１８４
１８４
１８５
１８６
１８７

１８８
１８９
１８９
１８５

３３
３７
４８

４３
４４
４７
４９
５０
５０
５０
５０
５２
５２

５３
５３
５２
５１

１０２
８５
９４

８８
８９
９１
９０
９１
９６
９７
１００
１０３
１０１

１０１
１０３
１０３
１０２

資料 日本銀行調査統計局

景気全般

経
済
指
標
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（千円）

年 月 全 国 九 州 福岡・
北九州 熊本市 長崎市前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

０５年
０６年
０７年

０７．２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３

４４１
４４１
４４３

４０３
３７８
４００
３３３
６０７
４９０
３９３
３６３
３９７
３６６
８０７

３６７
４０３
３７９

▲１．１
０．１
０．２

２．７
４．０
▲０．４
１．６
７．４
▲４．５
▲２．８
０．２
０．２
▲１．９
▲２．７

▲１．９
▲０．０
０．３

４０２
３９２
３９５

３５３
３２８
３５２
２９６
５５７
４０４
３５１
３２８
３６０
３４０
７２１

３２４
３５９
３３１

▲３．４
▲２．４
０．６

１０．７
６．３
０．２
０．７
６．８

▲１３．６
▲９．８
２．４
１．５
５．９
▲３．４

▲６．５
１．５
０．９

４０６
４０８
３８９

３５８
３０３
３４２
２９４
４７４
４２９
３３０
３２５
３８７
３４０
７２０

３４３
３８４
３４６

▲０．１
０．５
▲４．５

６．３
▲１１．４
▲１０．４
▲３．９
▲４．７
▲２９．８
▲１５．９
１．９
６．４
７．０
２．４

▲７．３
７．０
１４．３

４４５
３９０
４３２

３７５
３７９
３７９
３３８
６２６
４８１
３５４
３２２
３５７
３５６
８４８

３４４
３３７
３５２

１２．２
▲１２．３
１０．６

３．１
１３．４
６．８
０．１
１３．０
４．２
４．７
２．７
１３．６
１４．７
２４．８

▲５．５
▲９．９
▲７．１

３１１
３４９
３６５

３７４
３５０
３５６
２９４
４８７
４１１
３３４
２８２
３００
２８３
６１２

２６８
３０４
２７０

▲１２．３
１２．３
４．６

３１．６
３９．３
２１．０
▲１１．６
▲０．８
▲９．３
▲３．６
▲５．５
３．１
▲１．９
▲６．４

▲７．８
▲１８．８
▲２２．８

資 料 総 務 省

（千円）

年 月 全 国 九 州 福岡・
北九州 熊本市 長崎市前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

０５年
０６年
０７年

０７．２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３

３２９
３２０
３２３

２９１
３３９
３４２
３１３
３００
３２２
３２５
３１１
３２７
３０３
３７９

３４１
２９９
３４３

▲０．６
▲２．８
１．０

▲２．８
▲０．３
０．４
０．９
▲０．６
０．４
３．４
５．３
２．４
▲０．９
２．７

３．９
２．５
１．１

３１２
２９９
２９４

２５６
３００
２８０
２７８
２７０
２９４
２９５
３１０
３０４
２８０
３６１

３０４
２８８
３１４

▲２．９
▲４．４
▲１．７

▲１０．３
▲３．６
▲１０．４
▲６．７
１．９
▲２．１
▲６．１
１３．２
３．０
４．１
２．９

３．４
１２．７
４．４

３２７
３１９
３０７

２７２
２９６
２９８
２８６
２５９
３１５
３３８
３０７
３５１
２９０
３７８

３３４
３５９
３４６

▲０．９
▲２．４
▲３．７

▲１８．２
▲８．９
▲１２．３
▲１０．０
▲９．２
９．９
６．８
０．６
２．３
２．０
１．２

１２．４
３１．９
１７．２

３３０
２８５
２９８

２８７
３０３
３０５
３１８
２６５
３１９
２７２
２６１
２８６
２９２
３４９

３１３
２７９
３２３

１．９
▲１３．７
４．６

２．６
▲４．８
▲４．２
１３．５
▲０．９
１８．４
３．５
５．１
１０．７
１３．６
▲３．４

▲０．６
▲２．５
６．７

２６９
２７９
３１６

２８６
３８６
３０５
３３３
２８６
３４６
３２３
２７９
３０６
２６６
３５１

２９４
２５１
３２３

▲９．５
３．６
１３．３

１９．５
４０．５
１１．９
３９．０
１５．０
２２．０
３．６
４．４
▲７．９
▲１．４
１０．５

▲８．５
▲１２．０
▲１６．５

資 料 総 務 省

�－１ 勤労者世帯の可処分所得（農林漁家世帯を含む）
前年比で見ますと、全国は世帯主の給与が伸びましたが、マイナスに働く所得税が増加したことで
ほぼ横ばいとなりました。九州は、配偶者、世帯主所得が伸びましたが所得税の増加で低い伸び率
となりました。福岡・北九州は、世帯主収入は伸びましたが、所得税は余り増えず、高い伸びとな
りました。熊本市は世帯主所得が減少しました。長崎市は世帯主に加え配偶者の所得も減少したこ
とから大幅減となりました。

�－２ 勤労者世帯の消費支出（農林漁家世帯を含む）
前年比で見ると、全国は仕送り金、光熱費が増えましたが、自動車購入費、住宅修理費が減り、全
体では横ばい。九州では、仕送り金、テレビ購入、教育費が増加しましたが、自動車購入費の減少
で伸び率が低下しました。福岡・北九州は、仕送り金、テレビ購入費は伸びましたが他はほぼ前年
並み。熊本市は自動車、テレビ購入費が増加。長崎市は、教育費、仕送り金、テレビ購入等が減少
しました。

１．個人消費
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年 月 全 国 九 州前年比 前年比
全 店 既存店 全 店 既存店

０５年
０６年
０７年

０７．２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３

２１４，６７２
２１３，２８４
２１１，９８８

１５，１３４
１７，３９６
１６，９１５
１７，０４１
１７，３６７
１８，６１３
１６，６９３
１５，９２７
１７，１６１
１８，１２４
２２，６７５

１８，７９９
１５，５３９
１７，７０１

▲０．６
▲０．９
０．３

１．５
▲０．２
▲０．７
０．３
１．９
▲２．５
１．７
▲０．２
▲０．１
１．９
▲０．４

▲０．８
２．７
１．８

▲２．３
▲１．２
▲１．０

０．５
▲１．４
▲１．８
▲０．８
０．９
▲３．８
▲０．１
▲２．０
▲１．７
０．４
▲１．５

▲２．０
１．０
０．２

１７，０１１
１６，６６５
１６，６３１

１，２１６
１，３６５
１，３１６
１，３２７
１，２９７
１，５０４
１，３５３
１，２１０
１，３０６
１，３７１
１，８６４

１，４６６
１，２００
１，３４０

▲１．７
▲２．０
▲０．２

４．３
０．３
▲１．２
▲０．４
１．８
▲３．３
０．７
▲１．１
▲２．４
１．５
▲２．７

▲２．５
▲１．３
▲１．９

▲２．６
▲１．９
▲１．６

１．８
▲１．６
▲２．４
▲１．４
０．９
▲４．１
▲０．４
▲２．０
▲３．７
▲０．３
▲３．６

▲２．９
▲０．７
▲１．３

資 料 経済産業省（九州には沖縄県を含む）

�－１ 大型小売店販売額
全店の前年比で見ますと、全国では、百貨店が春物衣料の不振で減少
しましたが、スーパーは飲食料の価格上昇で伸び、全体では増加しま
した。九州では、飲食料の伸びでスーパーは増加しましたが、衣料品
の落ち込みで百貨店が減少したことから、全体も減少しました。

�－２ 大型小売店販売額
全店の前年比で見ると、福岡県ではスーパーは増加が続きましたが、百貨店が店舗閉鎖の影響で落
ち込み、減少が続きました。熊本県では、衣料品、身の回り品は伸び悩みが続きましたが、食品の
伸びでプラスとなりました。なお、２月の減少幅拡大は昨年伸びた反動減です。長崎県では、衣料
品の低迷で減少が続いていますが、２月は食品が伸びてプラスとなりました。

（億円）

年 月 福岡県 熊本県 長崎県前年比 前年比 前年比
全 店 既存店 全 店 既存店 全 店 既存店

０５年
０６年
０７年

０７．２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３

７，２２７
７，０９９
７，１６７

５２０
６１５
５５８
５６７
５６２
６５６
５５８
５２２
５６５
５９９
８０１

６２８
５０９
５８６

▲２．２
▲１．８
１．０

６．５
４．１
▲０．９
▲０．０
３．５
▲３．１
１．４
▲０．５
▲１．９
３．４
▲２．４

▲２．５
▲２．０
▲４．７

▲２．８
▲１．５
▲１．４

２．５
０．０
▲３．１
▲１．９
１．７
▲４．９
▲１．０
▲２．４
▲３．５
１．０
▲３．２

▲２．１
０．５
▲１．９

１，８９７
１，８８８
１，８７７

１４６
１４５
１５０
１５０
１４７
１７３
１５０
１３１
１４３
１５２
２１６

１７２
１３６
１５２

１．７
▲０．４
▲０．６

９．２
▲６．６
１．０
０．６
２．１
▲２．２
▲０．３
▲４．３
▲４．７
０．７
▲１．５

▲１．４
▲７．１
４．６

▲３．１
▲３．７
０．０

７．４
▲５．９
１．９
１．４
３．２
▲０．１
１．９
▲３．１
▲３．５
１．２
▲１．９

▲１．３
▲７．８
３．１

１，３９７
１，３３９
１，３０３

９３
１０４
１０３
１０６
１０３
１２０
１１０
９５
１００
１０６
１４０

１２０
９５
１０２

▲５．２
▲４．２
▲２．７

▲１．５
▲２．３
▲３．４
▲２．０
▲１．８
▲４．８
▲２．４
▲２．６
▲４．９
▲１．４
▲３．１

▲２．３
２．１
▲２．１

▲１．４
▲０．８
▲３．０

▲１．５
▲２．３
▲３．４
▲２．８
▲２．２
▲５．１
▲２．９
▲３．０
▲５．２
▲１．８
▲３．４

▲２．７
１．７
▲０．４

資 料 経済産業省（九州には沖縄県を含む）
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（台）

年 月 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

０５年
０６年
０７年

０７．２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３

３，３５３，５９３
３，１２６，２４９
２，９４５，６６８

２８１，０９５
４１９，９３０
１８３，５６１
１９９，０４１
２４６，６８７
２４４，２４１
１９０，１３１
２８５，０４５
２３３，２９４
２５８，０１３
２０４，７５９

２１２，８４３
２８５，３２０
４１３，９９９

▲１．０
▲６．８
▲５．８

▲７．７
▲１２．４
▲８．６
▲７．０
▲９．４
▲８．５
０．９
▲４．９
５．５
６．７
▲４．２

６．５
１．５
▲１．４

２９１，８７４
２６８，３２２
２５１，５０３

２４，４２４
３４，７３７
１５，７６８
１６，６４５
２０，３８３
２０，８１０
１７，２６０
２３，９３５
１９，７９３
２２，４０１
１７，５０６

１８，８６４
２４，７１８
３４，９０６

▲１．１
▲８．１
▲６．３

▲９．１
▲１２．４
▲７．３
▲８．５
▲１１．１
▲１０．４
▲１．３
▲３．５
６．４
６．７
▲５．２

５．７
１．２
０．５

１２５，７２９
１１６，４０６
１１０，６３３

１０，９９５
１４，９８３
６，９９４
７，４９３
９，０９３
９，２２８
７，５８３
１０，３６０
８，７００
９，６３８
７，９０８

７，９６３
１１，０５１
１５，０４２

０．０
▲７．４
▲５．０

▲６．２
▲１２．４
▲２．３
▲５．８
▲８．２
▲７．８
２．２
▲４．３
８．２
１．８
▲５．２

４．０
０．５
０．４

３６，５９６
３４，１５７
３２，２２５

３，１７７
４，６６２
１，９９３
２，１４４
２，５６６
２，６６４
２，０７０
３，１５３
２，４６０
２，９８９
２，０４５

２，４５８
３，２５０
４，７２４

▲１．８
▲６．７
▲５．７

▲５．１
▲９．８
▲７．９
▲７．４
▲１６．７
▲１０．８
▲９．８
▲０．１
７．１
１４．１
▲７．９

６．８
２．３
１．３

２５，２４７
２２，６５２
２０，７１４

１，８８５
２，８８０
１，２２７
１，３６５
１，６３１
１，６５１
１，３９１
２，０８９
１，６９３
１，７７２
１，５５８

１，６６９
１，９７１
２，９７８

▲２．４
▲１０．３
▲８．６

▲１３．４
▲１２．７
▲１４．８
▲９．２
▲１８．９
▲１７．０
▲５．４
▲４．２
９．５
４．９
３．７

６．２
４．６
３．４

資 料 日本自動車販売協会連合会

（台）

年 月 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

０５年
０６年
０７年

０７．２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３

１，３８７，０６８
１，５０７，５９８
１，４４７，１０６

１４３，１０８
２１８，９１１
１０６，２２５
１０７，６３９
１２５，９５６
１１３，１７７
８７，０９２
１３０，３６１
１０１，８５７
１０５，６８４
９９，７９４

１０６，２２７
１４２，７０８
１９９，０３１

１．１
８．７
▲４．０

３．６
５．３
▲４．８
▲０．６
▲５．１
▲１１．９
▲７．９
▲５．４
▲７．８
▲１１．５
▲１４．４

▲１．０
▲０．３
▲９．１

１８３，２０２
１９６，９１２
１８９，２２４

１９，１４７
２６，７５０
１４，０８０
１４，１９３
１６，１４５
１５，３５４
１１，９２７
１６，６４６
１２，８３１
１３，８８９
１３，２４３

１４，５２３
１８，５５１
２５，２１５

０．５
７．５
▲３．９

７．８
３．９
▲４．３
▲０．２
▲７．６
▲１２．５
▲８．８
▲５．７
▲７．６
▲１０．８
▲１２．３

▲３．３
▲３．１
▲５．７

５４，８５９
６０，０４３
５７，５５６

５，７０６
８，１４５
４，２０８
４，２２８
４，８２３
４，７９１
３，４１３
５，２２５
３，９６６
４，５３４
３，８１７

４，３４２
５，７３３
７，７９２

▲１．４
９．４
▲４．１

３．２
１．７
▲４．０
▲２．７
▲７．３
▲１０．２
▲１４．８
▲８．８
▲１．８
▲４．３
▲１２．９

▲７．６
０．５
▲４．３

２６，９２３
２８，１２４
２７，９９８

２，８３５
３，９１８
２，０２５
２，１９０
２，４２４
２，２１７
２，００７
２，２９６
１，８７５
２，０２１
１，９９９

２，１９８
２，８８３
３，８２２

１．９
４．５
▲０．４

１０．４
８．１
▲２．４
１．８
▲６．９
▲１１．１
▲１．３
▲４．７
１．７
▲４．２
▲５．１

０．３
１．７
▲２．５

２３，０６８
２４，８５１
２３，５０６

２，４２１
３，３９８
１，８７４
１，８４４
２，００４
１，７５５
１，４８５
２，０００
１，５４５
１，６４１
１，６０３

１，８４６
２，１８５
３，０９８

０．５
７．７
▲５．４

１５．６
５．８
▲１．３
▲０．１
▲１０．１
▲１５．３
▲９．３
▲１２．８
▲１６．５
▲１８．０
▲１２．７

▲４．６
▲９．７
▲８．８

資 料 全国軽自動車協会連合会

� 乗用車登録台数（登録車）
前年比で見ると、全国、福岡県では大型は伸びましたが、小型の減少で全体ではほぼ横ばい。熊本、

長崎県では、小型は減少傾向ですが、大型が１０％以上伸びたことから、全体では増加が続きました。

� 軽乗用車販売台数
前年比で見ると、全国、福岡、熊本、長崎県とも、昨年伸びていた反動もあり、減少傾向が続いて

います。
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新設住宅着工戸数
前年比で見ますと、全国、九州、福岡県、熊本県では、建築基準法改正の影響から再び悪化しまし
た。貸家と分譲が減少しましたが、持家はほぼ前年並みでした。長崎県は昨年減少した反動で増加
していますが、着工戸数の水準は低い状態が続いています。

公共工事保証実績
年度で見ますと、全国は減少が続きましたが減少幅は縮小傾向。主に「県」「市町村」が減少しま
した。福岡県は、九州新幹線工事で「独立行政法人」が増加しましたが、都市高速などの「その他
の公共的団体」が昨年伸びた反動で落ち込んだことから減少となりました。熊本県は、九州新幹線
工事で「独立行政法人」が伸び、「国」も伸びたことから増加となりました。長崎県では「国」「独
立行政法人」は減少しましたが、「市町村」が昨年度減少の反動などで伸びたことから、全体では
増加となりました。

２．住宅投資

３．公共投資

（戸）

年 月 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

０５年 １，２３６，１７５ ４．０ １１５，４７１ ４．７ ５４，３６２ ４．７ １４，０３９ ６．８ １０，２３０ ５．７
０６年 １，２９０，３９１ ４．４ １２０，４０６ ４．３ ５８，９５２ ８．４ １４，８０５ ５．５ ８，９４０ ▲１２．６
０７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ９９，０８８ ▲１７．７ ４５，０６６ ▲２３．６ １３，２８６ ▲１０．３ ６，９０１ ▲２２．８

０７．２ ８７，３６０ ▲９．９ ９，２２３ ▲７．４ ４，６８７ ▲３．９ １，１７６ １．０ ５２５ ▲４５．１
３ ９９，４８８ ５．５ ９，９０３ １７．８ ５，６００ ２９．７ １，１９１ ５５．９ ４９４ ▲２５．７
４ １０７，２５５ ▲３．６ ９，２９９ ▲８．７ ４，１８３ ▲５．８ ９２７ ▲４７．２ ６６０ ▲２８．５
５ ９７，０７６ ▲１０．７ ９，０７３ ▲９．２ ３，８２１ ▲２４．８ １，５３１ ５３．７ ６５０ ▲３４．１
６ １２１，１４９ ６．０ １１，３８８ ３．０ ５，９８５ ２．７ １，４０６ ３６．２ ５８３ ▲４１．３
７ ８１，７１４ ▲２３．４ ６，６３７ ▲２６．０ ２，８１１ ▲２１．８ ９８０ ▲３６．８ ５９９ ▲８．８
８ ６３，０７６ ▲４３．３ ５，７６２ ▲３６．８ ２，４３６ ▲４１．２ ８６３ ▲３４．４ ４８７ ▲１２．６
９ ６３，０１８ ▲４４．０ ６，４７２ ▲４３．３ ２，２２７ ▲５８．７ １，０７４ ▲３０．９ ６７４ ▲１７．３
１０ ７６，９２０ ▲３５．０ ６，９２０ ▲４０．１ ２，７３３ ▲５６．８ ８９３ ▲７．９ ４２３ ▲４０．２
１１ ８４，２５２ ▲２７．０ ７，４６７ ▲３４．４ ２，９３１ ▲４８．０ １，１３９ ▲２６．２ ６６８ ６．２
１２ ８７，２１４ ▲１９．２ ８，６４８ ▲１５．３ ３，５４０ ▲３１．５ １，０３４ ▲２２．３ ５７９ ２３．２

０８．１ ８６，９７１ ▲５．７ ８，８００ ６．１ ３，９４０ ▲４．２ １，２４２ １５．９ ５１２ ▲８．４
２ ８２，９６２ ▲５．０ ６，８５５ ▲２５．７ ３，０８６ ▲３４．２ ９６３ ▲１８．１ ５４９ ４．６
３ ８３，９９１ ▲１５．６ ７，５４５ ▲２３．８ ３，２５０ ▲４２．０ ７３８ ▲３８．０ ５５８ １３．０

資 料 国土交通省

（億円）

年 月 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

０５年度 １２９，６２２ ▲５．６ １６，０３３ ▲７．８ ４，３９９ ▲１６．３ ２，１４１ ０．４ １，９９４ ▲６．５
０６年度 １２２，８３８ ▲５．２ １５，６０８ ▲２．７ ４，５５１ ３．４ ２，０６３ ▲３．６ １，８１４ ▲９．０
０７年度 １１７，８１８ ▲４．１ １４，６９０ ▲５．９ ４，２６２ ▲６．４ ２，１４０ ３．７ １，８３４ １．１

０７．２ ５，７７８ ▲４．６ ８８７ ▲１０．７ ２５７ ▲０．７ １０３ ２９．５ １５５ ３０．５
３ １５，８４０ １７．１ ２，０５０ ▲４．８ ８５０ ５６．２ ２２９ ▲１５．６ ２００ ▲４．３
４ １１，５６８ １．５ １，１６２ １７．３ ４７７ ２７．４ １８７ ２６．９ １０６ ６７．１
５ ８，４９０ ▲０．４ １，１４８ １９．０ ５０１ ９２．３ ２０３ ２８．９ ７９ １０．６
６ １０，９８２ ▲２．９ ９５１ ▲１６．８ ２６３ ▲２０．８ １３１ ▲５．８ １１３ ４．５
７ １０，７２３ ▲４．０ １，１８２ ▲１３．２ ３２２ ▲１５．５ １４９ ▲３．７ １２８ ▲３８．４
８ ９，８４２ ▲５．１ １，２３３ ▲８．６ ２９８ ▲２０．０ １４９ ▲６．５ ２０８ ３８．４
９ １１，１１６ ▲１２．１ １，６４３ ▲６．３ ３６８ ▲０．１ ２５２ ▲４．４ ２０９ １７．６
１０ １１，７４２ ▲３．２ １，５５７ ▲１０．４ ４４６ ▲１０．６ １８２ ▲１６．０ ２０６ ▲２．０
１１ ８，６８５ ▲４．３ １，２６３ １．４ ３４８ ▲１．５ １８１ １６．８ １８３ １９．５
１２ ８，３８４ ▲１．１ １，１２７ ▲１１．７ ３１５ １４．７ １７４ ▲１５．９ １３５ ▲２３．７

０８．１ ５，９０７ ▲３．５ ８７８ ３．６ ２８３ ２４．３ １０７ ▲１８．０ ９４ ▲３３．５
２ ６，５３５ １３．１ ８３６ ▲５．７ １９０ ▲２６．１ １５７ ５２．４ １３４ ▲１３．３
３ １３，８４５ ▲１２．６ １，７０９ ▲１６．６ ４５１ ▲４７．０ ２６８ １７．０ ２４０ １９．９

資 料 西日本建設業保証（請負金額）
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年 月 全 国 前年比 九 州 前年比 福岡県 前年比 熊本県 前年比 長崎県 前年比

０５年
０６年
０７年

０７．２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３

１００．０
１０４．５
１０７．４

１０６．０
１０６．０
１０５．６
１０６．８
１０６．９
１０７．０
１０９．７
１０７．９
１１０．０
１０８．４
１０９．１

１０８．５
１１０．２
１０６．８

１．３
４．５
２．８

２．９
２．０
１．０
４．８
１．３
３．１
４．６
０．２
５．３
３．２
１．５

２．９
５．１
▲０．４

１０３．６
１０９．１
１１１．６

１１０．８
１０９．７
１０９．６
１０８．８
１１０．０
１１１．１
１１２．７
１１１．８
１１４．２
１１４．０
１１５．２

１１２．９
１１１．２
１１１．２

▲１．７
５．３
２．３

３．８
２．４
２．１
１．６
▲２．１
２．５
２．３
▲１．７
４．３
３．９
２．４

１．２
５．３
０．１

１０１．５
１０３．４
１０３．５

１０２．２
１００．７
１０２．０
９６．２
１００．４
１００．２
１０４．７
１０４．３
１０９．７
１０８．２
１０９．７

１０６．２
１０７．９

▲１．６
１．９
０．１

１．６
▲６．８
▲０．３
▲３．６
▲６．５
２．０
５．５
▲１．４
４．３
３．７
１．６

２．１
８．６

１０６．９
１１２．１
１０５．３

１０９．４
１０８．２
１０４．９
１０６．９
１０７．２
１０６．７
１０５．０
１０１．９
１０５．５
１０４．４
１００．８

９８．１
１００．２

▲３．８
４．９
▲６．１

１．３
６．０
▲４．８
▲１．７
▲８．１
▲８．１
▲１１．０
▲１６．１
▲７．７
▲８．８
▲９．３

▲５．０
▲４．８

９６．１
１０４．０
１０５．４

１０８．５
９６．７
９９．４
９９．６
１００．３
１０７．０
１０８．７
１０５．８
１０２．２
１１１．７
１１４．３

１３０．９
１２６．８

▲６．９
８．３
１．３

９．７
２３．０
▲３．４
▲６．０
▲６．９
▲５．１
２．０
▲２．３
▲６．３
▲１．５
１．８

１１．０
２１．４

資 料 経済産業省、九州経済産業局、福岡県、熊本県、長崎県（前年比は原指数による）

（全国２００５年＝１００ 九州・福岡県・熊本県・長崎県２０００年＝１００）

年 月
全 国 九 州

数 量 金 額 数 量 金 額
０５年
０６年
０７年

０７．１
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２

３１，０２３
３５，６６７
３８，１０２

２，８８１
２，８５９
３，１１４
２，９６２
３，０２９
３，０９６
３，３０７
３，２００
３，２３４
３，５４５
３，４４２
３，４３３

３，２２８
３，２７３

３２，８４３
３６，３２４
３７，６９４

２，９３８
２，８６２
３，３０８
２，９０６
３，０２１
３，１１４
３，２４８
３，２８９
３，３７３
３，３６６
３，２０７
３，０６２

２，９４２
２，９５６

７，０８７
７，７７８
８，１５７

６２６
６２６
６５５
６４４
６６５
６６５
６９７
６８４
６６８
７４８
７３４
７４５

７０３
７０２

８，６９１
９，６５９
１０，３４８

８２４
８６１
９１７
７８６
７９３
７９３
８７３
８８１
９１７
９３９
９１５
８４８

８２３
８５５

前年比 １４．５ ３．３ １２．１ ▲０．７
資 料 経済産業省、九州経済産業局

（数量：百万個、金額：億円） （億円）

年 月 全 国 製造業 非製造業
０５年
０６年
０７年

０７．１
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２

１２３，６４９
１２８，５３７
１２３，３６６

１０，９０５
１０，３７４
９，９０７
１０，１２０
１０，７１７
９，６０２
１１，２３５
１０，３７５
９，５８７
１０，８０３
１０，４９８
１０，１６４

１２，１５２
１０，６０８

５４，５７５
５９，０７４
５６，８８５

５，１７６
４，７４０
４，３８４
４，３２７
４，９８７
４，４１９
４，８９８
４，４７８
４，７３３
５，２１５
５，１２５
４，７２４

５，３７６
４，６６８

６９，３４７
６９，７２８
６６，９２２

５，７１８
５，６３４
５，４９１
５，８１３
５，７１０
５，３３９
６，３７２
５，８８５
４，８７７
５，５４５
５，７１５
５，４１５

６，８２０
５，９１０

前月比 ▲１２．７ ▲１３．２ ▲１３．３
前年比 ２．４ ▲１．５ ５．２
資 料 内閣府（季調済計数による、但し前年比は原指数による）

� 機械受注高（船舶・電力を除く民需）
高い水準で増加傾向。先月伸びた反動で前月
比は減少となりましたが、趨勢としては、増
加傾向となっています。

� 鉱工業生産指数
前年比で見ると、全国は、増加から減少に転じました。自動車、電子部品は増加しましたが伸び率
は低下しました。一般機械、金属製品は減少に転じました。福岡県は増加幅が拡大しました。自動
車の伸び率が拡大したほか、食品の減少幅が縮小しました。熊本県は減少が続きました。電子部品
は増加しましたが、二輪車、金属製品の減少が続きました。長崎県では増加幅が拡大しました。金
属、一般機械は伸び率を拡大、船舶は横ばいの伸び率で増加が続きました。電子部品も増加が続き
ましたが、伸び率は低下しました。

� 集積回路生産量
全国、九州とも、前年比は、ゲーム機、デジカメ、
自動車用の好調で増加が続きました。九州の金額
は、メモリー等の価格低下で減少しました。

４．生産・設備投資
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� 建築着工統計
前年比で見ると、全国は回復傾向が一服しました。卸・小売業、製造業、運輸業が減少しました。
福岡県は減少に転じました。教育・学習は増加しましたが、運輸、医療・福祉が減少しました。熊
本県は増加が続きました。医療・福祉、製造業、卸・小売業が増加しました。長崎県は医療・福祉
の伸び悩みで、再び減少となりました。

� 輸出通関実績
前年比で見ますと、全国は増加が続きましたが、伸び率は低下しました。自動車と船舶は増加が続
きましたが、一般機械、化学製品は増加が止まり、電気機械は減少幅が拡大しました。
福岡県は増加が続きましたが伸び率は低下しました。自動車の伸び率が低下し、電気機械の減少

幅が拡大しました。熊本県は増加が続きました。原料品や二輪車、原料別製品は伸びましたが、電
気機械、一般機械は減少しました。長崎県は船舶の伸びで急増が続いています。

年 月 全 国 前年比 九 州 前年比 福岡県 前年比 熊本県 前年比 長崎県 前年比

０５年
０６年
０７年

０７．１
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２

２８０，２８２
２８８，３４１
２４８，９４３

１９，９７９
１９，８０１
２１，４６６
２５，４１０
２３，８６１
３１，０９０
１９，４６７
１５，３４８
１４，６７９
１８，０４７
１９，４１３
２０，３８１

１８，９９４
１８，６６３

２．５
２．９

▲１３．７

０．１
▲６．６
▲２．４
０．０
▲２．６
２１．４
▲１９．８
▲４０．９
▲４１．８
▲２８．６
▲２２．１
▲１５．２

▲４．９
▲５．７

２２，３２３
２４，３５１
２１，４０６

１２，７２３
１，８７４
１，９６６
２，１０９
１，９８７
２，７８４
１，４６１
１，２９１
１，５７７
１，３５８
１，４０７
１，８６８

１，７４６
１，６０６

６．１
９．１

▲１２．１

▲１．４
▲１９．３
▲１９．５
９．１
▲３．２
２７．９
▲２０．４
▲２５．７
▲３５．４
▲３６．９
▲３６．５
▲１０．８

１．３
▲１４．３

９，１６９
１０，３６２
９，１０６

７５６
８５３
９９５
８０７
８３８
１，３８１
５４２
４６８
６３５
５１３
５３１
７８８

８４９
６５２

０．３
１３．０
▲１２．１

▲２．５
▲４．５
２３．３
９．７
▲１．３
２９．７
▲２２．６
▲３４．０
▲４２．１
▲４４．５
▲４６．７
▲２．７

１２．４
▲２３．６

２，９８８
３，０１４
２，９２７

２３４
２３３
２４１
３３６
３８７
３０２
１７５
１７８
２０７
１７１
２２６
２３５

２５９
２４１

５．２
０．５
▲２．９

３５．９
６．５
５１．１
２．４
５１．１
３５．６
▲２７．４
▲２９．１
▲３１．１
▲１６．４
▲３０．７
▲２９．１

１０．８
３．６

２，１２３
２，０６２
１，５７８

１０３
１３８
９８
１１６
１３３
１３６
１８８
１８０
１６６
１１２
１１４
９５

１１２
１１０

３．３
▲２．９
▲２３．４

▲３９．７
▲３９．６
▲２４．８
▲２６．４
▲２８．１
▲３６．２
４３．７
６３．９
▲１１．２
▲３６．９
▲１３．１
▲６０．５

８．８
▲２０．３

資 料 国土交通省

５．その他

年 月 全 国 前年比 九 州 前年比 福岡県 前年比 熊本県 前年比 長崎県 前年比

０５年
０６年
０７年

０７．２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３

６５６，５６５
７５２，４６２
８３９，３１４

６４，１６１
７５，１３０
６６，３３５
６５，６７８
７２，８６０
７０，６３１
７０，３４７
７２，５５５
７５，０６５
７２，６８６
７４，３４０

６４，０８４
６９，７５４
７６，８２５

７．３
１４．６
１１．５

９．７
１０．３
８．２
１５．２
１６．２
１１．７
１４．６
６．３
１３．８
９．６
６．８

７．７
８．７
２．３

６０，８０７
７０，０９０
８０，７５２

５，９１１
７，０００
６，２５１
５，９９１
７，１１１
６，７３９
６，４５３
７，１５７
７，３７０
７，２６２
７，３０６

６，６６３
６，７８４
７，４６１

７．１
１５．３
１５．２

１０．３
９．６
７．６
１６．４
２６．５
１０．１
１５．０
１９．４
１４．４
１８．０
１１．１

７．４
１４．８
６．６

３１，３６４
３４，２４６
４０，０８３

２，９６１
３，５０８
２，９８６
２，９１９
３，３６０
３，２８６
３，２０５
３，６３２
３，７０４
３，７３８
３，８３５

３，３６０
３，４２３
３，５９６

３．４
９．２
１７．０

１２．５
１４．８
１０．１
１６．３
１８．１
１４．３
１５．０
２３．３
１６．３
２４．４
１２．８

１３．９
１５．６
２．５

２４９
２７７
２８５

２１
２４
２４
２０
２８
２８
２１
２４
２７
２３
２６

２５
２７
２９

１６．２
１１．５
２．７

▲７．１
５．３
４．４
▲５．４
１２．５
２２．１
３．０
０．８
▲５．０
▲８．６
▲６．３

１６．５
２９．９
１９．３

２，４６０
３，４７２
３，３７１

２２３
２０５
３０１
１９９
５８０
３２８
１２４
４０４
４１０
２８６
３１３

３５２
２８７
５２７

１３．５
４１．２
▲２．９

４．３
▲５３．５
▲２６．６
４０．７
２５２．０
▲３８．８
▲４０．５
６２．７
１０８．３
４１．２
５．６

１９．１
２８．７
１５７．０

資 料 財務省、門司税関〔九州は山口、沖縄県を含む〕、長崎税関

（億円）

（億円）
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年 月 全 国 前年比 九 州 前年比 福岡県 前年比 熊本県 前年比 長崎県 前年比

０５年
０６年
０７年

０７．２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３

５６９，４９４
６７３，４４３
７３１，３５９

５４，５４６
５９，１０３
５７，３０４
６１，７２３
６０，４０１
６３，８１１
６２，９１０
５６，４６８
６５，０７１
６４，８４２
６５，６７０

６４，９８１
６０，１２０
６５，６８１

１５．７
１８．３
８．６

１０．４
０．６
３．８
１５．４
１０．４
１６．７
５．８
▲３．０
８．７
１３．３
１２．３

９．２
１０．２
１１．１

５７，６２６
７１，７６２
７９，７３９

５，７４４
６，５１８
５，９２６
６，５６４
６，９０７
６，９０１
７，０９７
５，４６８
７，６７７
７，２８４
７，７４２

７，６６２
７，２４１
７，５６２

２６．８
２４．５
１１．１

▲０．８
４．７
▲１．２
１２．５
１４．８
１１．５
４．３
▲９．２
２４．９
３５．３
３２．５

２９．６
２６．１
１６．０

１８，２０１
２２，５０２
２５，０９３

１，８５７
１，９７３
２，０３１
２，２３３
２，１０６
２，２７７
２，１２８
１，９１４
２，２６４
２，２８４
２，０３２

２，１７１
１，８８３
１，９８８

２０．５
２３．６
１１．５

１２．８
▲３．０
６．７
１９．１
１８．０
２０．６
９．３
０．１
８．９
２１．３
１２．６

８．８
１．４
０．８

７０２
７７０
９０９

８４
５９
６８
７５
９４
６４
７２
７３
８４
７０
８５

８１
６４
５０

９．１
９．６
１８．０

４５．６
１．０
１７．８
２７．０
６６．９
３．０
４．０
２２．５
８．６
▲２．１
１２．７

１．０
▲２３．２
▲１４．４

１，４１５
１，６４６
１，９６９

１６０
１５４
１４０
１３４
１６０
１５７
１４６
１６３
２００
１６６
２３２

７５９
２１２
１３８

２７．７
１６．３
１９．６

▲５．０
▲２．８
３９．７
２．２
２２．１
▲９．９
１８．７
４０．８
２４．３
８４．７
７５．７

３８３．０
３２．２
１０．６

資 料 財務省、門司税関〔九州は山口、沖縄県を含む〕、長崎税関

（億円）

年 月 全 国 九 州 福岡市 熊本市 長崎市

０５年
０６年
０７年

０７．２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３

１００．０
１００．３
１００．３

９９．５
９９．８
１００．１
１００．４
１００．２
１００．１
１００．６
１００．６
１００．９
１００．７
１００．９

１００．７
１００．５
１０１．０

１００．０
１００．１
１００．３

９９．３
９９．５
９９．７
１００．２
１００．３
１００．１
１００．８
１００．７
１０１．０
１００．８
１０１．０

１００．７
１００．４
１００．９

１００．０
１００．１
１００．０

９９．３
９９．４
９９．６
９９．９
１００．０
９９．８
１００．４
１００．３
１００．６
１００．４
１００．４

１００．２
９９．７
１００．２

１００．０
１００．０
９９．９

９９．１
９９．７
９９．８
９９．９
９９．７
９９．５
１００．２
１００．４
１００．４
１００．３
１００．３

１００．０
１００．０
１００．３

１００．０
９９．８
９９．７

９９．１
９９．４
９９．６
９９．７
９９．４
９９．３
９９．８
９９．９
１００．３
１００．０
１００．１

９９．８
９９．６
１００．０

前年比 １．２ １．４ ０．８ ０．６ ０．６
資 料 総務省、九州経済産業局、福岡市、熊本市、長崎市

年 月 全 国

０５年
０６年
０７年

０７．３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３
４

１００．０
１０２．２
１０４．０

１０２．７
１０３．５
１０３．８
１０３．９
１０４．６
１０４．６
１０４．５
１０４．８
１０５．１
１０５．４

１０５．７
１０６．２
１０６．７
１０７．３

前年比 ３．７
資 料 日本銀行調査統計局

（２００５＝１００） （２００５＝１００）

イ．消費者物価
指数で見ると、ガソリン等の交通費、光熱費、食料、
被服の値上がりでいずれも上昇しました。特に全国、
福岡市は被服の値上がりが大きかったことから上昇幅
が大きくなりました。

� 輸入通関実績
前年比で見ると、全国は原油価格上昇による増加が続きました。福岡県では増加は続きましたが伸
び率は低下しました。石油、自動車が伸びましたが、電気機械、原料品が減少しました。熊本県は、
石油の落ち込みで減少が続きましたが、食品は増加しました。長崎県は、原油の落ち込みで減少し
ました。なお、１月の急増は船舶輸入によるものです。

� 物価指数
ア．企業物価（国内）
指数で見ると、石油・石炭、化学製品、
鉄鋼の値上がりで上昇しました。銅等
の値上がりは一服しています。
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年 月 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県
０５年
０６年
０７年

０７．２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３

０．９５
１．０６
１．０４

１．０５
１．０５
１．０５
１．０６
１．０７
１．０６
１．０５
１．０４
１．０２
１．００
０．９８

０．９８
０．９７
０．９５

０．７０
０．７７
０．７８

０．８０
０．７９
０．８１
０．８０
０．８０
０．８１
０．７８
０．７７
０．７５
０．７１
０．７０

０．６８
０．６８
０．６７

０．７７
０．８５
０．８６

０．９１
０．８９
０．９１
０．９１
０．９０
０．９０
０．８６
０．８３
０．７９
０．７３
０．７１

０．６９
０．７０
０．６８

０．７３
０．８１
０．８２

０．８４
０．８５
０．８６
０．８３
０．８６
０．８５
０．８２
０．８３
０．７８
０．７４
０．７３

０．７１
０．７４
０．７１

０．５８
０．６０
０．６２

０．６１
０．６１
０．６２
０．６４
０．６４
０．６４
０．６４
０．６２
０．６１
０．５８
０．５７

０．５６
０．５８
０．５９

前年増減 ▲０．１０ ▲０．１２ ▲０．２１ ▲０．１４ ▲０．０２
資 料 総務省、九州経済産業局、福岡県、熊本県、長崎県

年 月 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県
０５年
０６年
０７年

０７．２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３

４．４
４．１
３．９

４．０
４．０
３．９
３．８
３．７
３．６
３．８
４．０
３．９
３．８
３．８

３．８
３．９
３．８

５．０
４．８
４．４

４．６

４．５

４．７

４．０

４．０

５．９
５．６
５．０

５．３

５．１

５．０

４．６

４．５
４．４
４．１

４．５

４．３

４．２

３．８

４．６
４．５
４．０

４．０

４．２

４．１

３．８

前年増減 ▲０．２ ▲０．６
資 料 総務省、九州経済産業局、福岡県、熊本県、長崎県

（％） （倍）

� 有効求人倍率
倍率で見ると、全国、福岡、熊本、長崎県共
に緩やかな低下傾向にあり、雇用情勢は悪化
していると見られます。

� 完全失業率（季節調整値）
率で見ると、全国は横ばいで、改善の動きが
一服しています。福岡、熊本、長崎県の各県
も横ばいになっていると見られます。

� 企業倒産
倒産件数を件数でみると、全国、福岡、熊本、長崎県とも全体として緩やかな増加傾向となってい
ます。負債総額を金額で見ると、全国、福岡、熊本、長崎県とも緩やかな増加傾向。前年比は、福
岡県ではコンサルタント業の大型倒産で増加しました。熊本、長崎県は、昨年減少した反動で高い
伸びとなりました。

年 月
件 数 負債総額

全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県
０５年
０６年
０７年

０７．３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３
４

１２，９９８
１３，２４５
１４，０９１

１，２４７
１，１２１
１，３１０
１，１８５
１，２１５
１，２０３
１，０４７
１，２６０
１，２１３
１，０９７

１，１７４
１，１９４
１，３４７
１，２１５

１，０９７
１，０９５
１，２２５

９２
８５
１２６
１１５
１０１
１１４
１０６
１１３
１０５
９２

８３
１０４
１２６
１０３

４８０
５０２
５０４

３６
３６
５４
４３
４８
３７
４６
４４
４７
３９

３７
３２
６０
４０

１３０
１２７
１３９

１２
８
１３
１１
８
１３
１１
１０
１４
１１

１０
１５
１５
７

１１６
１２５
１４８

１１
６
１９
９
１５
１９
１３
１９
１１
１１

１２
１４
１８
１５

６７，０３５
５５，００６
５７，２７９

４，８８７
６，１６３
３，６８６
３，１５２
３，４９８
８，７０５
４，６０６
４，６１３
４，９２６
４，４１３

５，８１２
３，６５２
４，７３０
７，１８１

４，６９１
３，８００
４，１３０

２７２
２４４
３７４
３９２
２１４
３２０
３５８
２１３
３２３
９８６

２７４
２０４
３１７
５０２

２，９１０
１，３８４
１，３１９

６５
７１
１６９
１２８
６２
５４
１４０
６２
１６４
２７９

１０６
７３
５５
２３０

６０２
５９５
２７０

３０
１１
９
２０
３３
２２
１１
２８
１８
６

２７
３３
１４
２１

３５６
４９７
４５１

２１
２２
１３２
１９
２７
６８
５０
３５
２７
１８

２１
２２
１３４
３６

前年比 ８．４ ２１．２ １１．１ １２．５ １５０．０ １６．５ １０５．５ ２２２．７ ８５．３ ６５．０
資 料 東京商工リサーチ（負債金額１千万以上）

（件） （億円）
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� 国内銀行預金残高

� 国内銀行貸出金残高

� 貸出約定平均金利（月末・ストック）

年 月 全 国 都市銀行 地方銀行 地方銀行� 九 州 福岡県 熊本県 長崎県
０５．３
０６．３
０７．３

０７．７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３

５２８，０６５
５３４，１５０
５３９，９４２

５４２，２９４
５３９，７２６
５４１，２４６
５３９，４３３
５４７，２４０
５４７，１４３

５４６，４３１
５４８，０７３

２４７，０２３
２５０，７６２
２４８，７５７

２４６，５８８
２４４，３９９
２４４，３２８
２４４，８６９
２５０，６１３
２４５，９４８

２４７，９６７
２４９，００４

１８７，８８８
１８８，８９１
１９３，６８２

１９２，７０２
１９２，２２７
１９３，２７３
１９１，１７５
１９２，４６１
１９５，５７２

１９３，０３８
１９３，４１４

５３，９６２
５４，１２７
５４，６２２

５４，８０４
５４，７３０
５５，２１３
５４，７４０
５４，８８４
５５，８０２

５４，９７１
５５，１９７

３５，８６７
３５，８０７
３６，４６７

３６，５３０
３６，４５４
３６，６３６
３６，２７６
３６，４５２
３６，９２８

３６，５６２
３６，５９２
２６，６２７

１６，５３７
１６，５７５
１６，９２６

１６，７８５
１６，７７４
１６，９０２
１６，７５５
１６，８４８
１７，０７９

１６，９６６
１６，９７０
１６，９７３

４，６３４
４，６２４
４，７０３

４，７４４
４，７３４
４，７９７
４，７１５
４，７０４
４，７９８

４，７２０
４，７１８
４，７１２

４，０５５
３，９６１
４，０１８

４，１３１
４，１０５
４，０９２
４，０５３
４，１０４
４，０９２

４，０４７
４，０５４
４，０３２

前年比 ▲２７．０ ０．３ ０．２ ０．３
資 料 日本銀行調査統計局

年 月 全 国 都市銀行 地方銀行 地方銀行� 九 州 福岡県 熊本県 長崎県

０５．３
０６．３
０７．３

０７．７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３

４０１，９５７
４１０，７５９
４１３，４９６

４０９，５４４
４１０，６９８
４１２，６９０
４０９，１１１
４１０，４８５
４１７，６４１

４１５，４８２
４１６，２０５

１８６，９５４
１８９，６８９
１８６，０３７

１８３，５０９
１８４，３２５
１８３，４１９
１８２，０３８
１８３，０８２
１８６，１６４

１８６，１５０
１８５，９４４

１３７，２３８
１４０，３５６
１４４，５４１

１４３，５８０
１４３，６７０
１４５，３７４
１４４，３９２
１４４，７７７
１４７，１７６

１４５，９８２
１４６，６１４

４０，３４０
４１，２５６
４１，９３８

４１，６４８
４１，６６６
４２，２２５
４１，９０６
４２，０３２
４２，８５６

４２，３８３
４２，４０９

２５，７９６
２５，７６８
２５，８９７

２５，６１９
２５，５９０
２５，７６０
２５，６１９
２５，７９７
２６，１７３

２５，９３６
２６，０７９
２６，３５３

１３，１７２
１３，２０２
１３，２５２

１３，１５７
１３，１３０
１３，２５４
１３，１２５
１３，２５４
１３，４３６

１３，３１８
１３，４４９
１３，５０７

２，７６２
２，７７５
２，７８３

２，７４２
２，７４５
２，７７０
２，８００
２，８２３
２，８６７

２，８２６
２，８２０
２，８８９

２，８０５
２，６４９
２，５３１

２，４６０
２，４５５
２，４３８
２，４２３
２，４１８
２，４４６

２，４１７
２，４３４
２，４８７

前年比 １．８ １．９ ３．８ ▲１．７
資 料 日本銀行調査統計局

年 月
全 国 九州地銀

（２０行）都市銀行 地方銀行 地方銀行�
０５．３
０６．３
０７．３

７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２

１．５０３
１．３９２
１．６７９

１．７５７
１．７７４
１．７９８
１．８０５
１．８０２
１．８１１

１．７８８
１．７８１

１．９３６
１．８３８
１．９９２

２．０６１
２．０７２
２．０７９
２．０７７
２．０８０
２．０８３

２．０７６
２．０６７

２．３３１
２．２１５
２．２９２

２．３７１
２．３７３
２．３６４
２．３６６
２．３６５
２．３５７

２．３５８
２．３５４

２．２１３
２．０９３
２．１８７

２．２４７
２．２５８
２．２５３
２．２５３
２．２４７
２．２４６

２．２４０
２．２２７

資 料 日本銀行調査統計局、同福岡支店（九州地銀は沖縄県を含む）

年 月 全 国
九州地銀
（２０行）

０５．３
０６．３
０７．３

７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２

１．４１５
１．２９２
１．５９４

１．８２６
１．６９３
１．６９９
１．７９９
１．６１３
１．６７７

１．５５４
１．５８３

１．６５３
１．７２１
１．８２５

２．１６２
２．２０３
１．９４７
２．２７３
２．１３４
２．１４７

２．１６１
１．９６９

資 料 日本銀行調査統計局、同福岡支
店（九州地銀は沖縄県を含む）

金融関係指標

（十億円）

（十億円）

� 新規貸出約定平均金利
（年％） （年％）

43FFG調査月報 2008年6月



マーケットデータ

実施年月

銀行預金（FFG） 貸出金利 参考
日
付

基準
貸付利率
（公定歩合）

日
付 普通預金

スーパー
定期

（１年）

自由金利
定期

（１年）

日
付

短期
プライム
（FFG）

日
付

長期
プライム
（みずほ）

住宅ローン（FFG） 日
付
住宅金融
支援機構
（個人住宅）

日経平均
（年、月末）

外国為替（年、月末）

３年 ５年 １０年 １ドル
＝円

１ユーロ
＝円

００年末 ０．５０ ０．１０ ０．１５ ０．２０ １．８７５ ２．１０ ２．６５ ３．３０ ２．８０ １３，７８５１１４．９１１０６．７７
０１〃 ０．１０ ０．０１ ０．０４ ０．０４ １．８７５ １．８５ ２．２５ ２．４０ ３．０５ ２．６０ １０，５４２１３１．４７１１５．９０
０２〃 ０．１０ ０．００２ ０．０３ ０．０３ １．８７５ １．６５ ２．２５ ２．４０ ３．０５ ２．４０ ８，５７８１１９．３７１２４．４１
０３〃 ０．１０ ０．００１ ０．０３ ０．０３ １．８７５ １．７０ ２．４０ ２．９０ ３．６０ ２．６０ １０，６７６１０６．９７１３３．７１

０４．１ １９ ２．５５ １０，７８３１０５．８８１３１．２２
２ １０ １．６０ １７ ２．５０ １１，０４１１０９．０８１３５．８５
３ １０ １．６５ ２３ ２．６０ １１，７１５１０３．９５１２７．２３
４ ９ １．７０ ２１ ２．７０ １１，７６１１１０．４４１３１．８２
５ ２１ ２．７５ １１，２３６１０９．５６１３３．８９
６ １０ １．９０ １１ ２．８０ １１，８５８１０８．６９１３１．５８
７ ９ １．８０ ３．２０ ３．９５ １６ ３．００ １１，３２５１１１．６７１３４．５２
８ １０ １．７５ １１，０８１１０９．８６１３２．７２
９ １０ １．７０ ３．０５ ３．７５ １４ ２．８０ １０，８２３１１０．９２１３６．６８
１０ ２．３５ ３．００ ３．７０ １８ ２．９０ １０，７７１１０５．８７１３５．１７
１１ ２．９５ ３．６５ １０，８９９１０３．１７１３６．６３
１２ １０ １．５５ １４ ２．８５ １１，４８８１０３．７８１４１．３９

０５．１ ２．３０ ２．９０ ３．５５ １１，３８７１０３．５８１３４．８４
２ １６ ２．８０ １１，７４０１０４．５８１３８．５８
３ １０ １．６５ ２．３５ ２．９５ ３．６０ １５ ３．００ １１，６６８１０６．９７１３８．６２
４ ８ １．５５ １ ３．１０ １１，００８１０５．８７１３６．８５
５ １０ １．５０ ２．２５ ２．８０ ３．４５ １０ ３．０５ １１，２７６１０７．８４１３３．４７
６ １０ １．４５ ３ ３．０６ １１，５８４１１０．３７１３３．２５
７ ５ ３．０２ １１，８９９１１２．１８１３５．８６
８ １０ １．６０ ３ ３．０８ １２，４１３１１１．４２１３６．０５
９ ９ １．５５ ２．３５ ２．９５ ３．６０ ５ ３．２３ １３，５７４１１３．２８１３６．２１
１０ １２ １．８０ ２．９０ ３．５０ ４ ３．１９ １３，６０６１１５．６７１３９．５７
１１ １０ １．９０ ２．５５ ３．１５ ３．７５ ４ ３．３２ １４，８７２１１９．４６１４０．８２
１２ ９ １．８５ ２．５０ ３．１０ ３．７０ ６ ３．２６ １６，１１１１１７．４８１３９．３８

０６．１ １１ １．８０ ３．１５ ３．７５ １０ ３．３４ １６，６４９１１７．１８１４１．９０
２ １０ ２．００ ３．７０ ３ ３．２８ １６，２０５１１６．３５１３７．８６
３ ２７ ０．０６ ０．０６ １０ ２．１０ ２．７０ ３．４０ ３．８５ ７ ３．４１ １７，０５９１１７．４７１４２．５４
４ １１ ０．０８ ０．０８ １１ ２．４５ ２．９０ ３．６０ ４．０５ ４ ３．５２ １６，９０６１１４．３２１４３．４０
５ １０ ２．５０ ３．０５ ３．８０ ４．２５ ９ ３．７１ １５，４６７１１１．８５１４４．００
６ ９ ２．４５ ３．１０ ３．７５ ３．９５ ５ ３．６８ １５，５０５１１４．６６１４５．７９
７ １４ ０．４０ １８ ０．１０ ０．２５ ０．３０ １１ ２．６５ ３．７０ ３．９０ ４ ３．７１ １５，４５６１１４．４７１４５．９６
８ １５２．１２５ １０ ２．５０ ３．０５ ３．５０ ３．８５ ３ ３．７５ １６，１４０１１７．２３１５０．６６
９ ８ ２．３０ ５ ３．６０ １６，１２７１１８．０５１４９．５８
１０ １１ ２．３５ ２．９０ ３．２５ ３．７０ １６，３９９１１７．７４１４９．３６
１１ １０ ２．３０ ３．０５ ３．４５ ３．８０ ６ ３．７７ １６，２７４１１６．１２１５３．１２
１２ ８ ２．３５ ３．３５ ３．７０ ５ ３．６８ １７，２２５１１８．９２１５６．６８

０７．１ １０ ２．４０ ３．００ ３．３０ ３．６０ １０ ３．５７ １７，３８３１２１．３４１５７．１５
２ ２１ ０．７５ ２６ ０．２０ ０．３５ ０．４０ ９ ２．３０ ３．６５ ５ ３．６４ １７，６０４１１８．５９１５６．６６
３ ２６２．３７５ ９ ２．２０ ３．０５ ３．３５ ３．７０ ６ ３．６１ １７，２８７１１８．０５１５７．２１
４ １０ ２．２５ １ ３．５３ １７，４００１１９．４１１６２．４０
５ ３．１５ ３．５０ ３．８５ ９ ３．５４ １７，８７５１２１．６３１６３．４６
６ ８ ２．４５ ３．２０ ３．４５ ３．８０ ５ ３．５９ １８，１３８１２３．４８１６６．０４
７ １０ ２．５５ ３．４０ ３．７５ ４．０５ ４ ３．７３ １７，２４８１１８．９９１６４．１１
８ ４．１０ ３ ３．６９ １６，５６９１１６．２４１５８．８０
９ １１ ２．２５ ３．３０ ３．６５ ４．００ ４ ３．５２ １６，７８５１１５．２７１６３．３３
１０ １０ ２．４５ ３．２５ ３．５０ ３．８０ ４ ３．６５ １６，７３７１１４．７８１６５．８９
１１ ９ ２．２０ ３．３０ ３．６０ ３．９０ ５ ３．５３ １５，６８０１１０．２９１６２．６７
１２ １１ ２．３０ ３．２０ ３．４５ ３．７５ ４ ３．４０ １５，３０７１１３．１２１６５．７０

０８．１ １０ ２．１０ ３．１５ ３．３５ ３．６５ ９ ３．５３ １３，５９２１０６．６３１５８．４３
２ ８ ２．１５ ３．００ ３．２０ ３．５５ ５ ３．４６ １３，６０３１０４．３４１５８．９３
３ １１ ２．１０ ３．１０ ３．３０ ３．６０ ５ ３．４５ １２，５２５ ９９．３７１５６．９７
４ ３．１０ ３．２０ ３．４５ ３ ３．３４ １３，８４９１０４．０５１６２．０３

０８．５．９
現在 ０．７５ ０．２０ ０．３５ ０．４０ ２．３７５ ２．４０ ３．１５ ３．３０ ３．５５ ３．６４ １３，６５５１０３．１０１５９．４６

預金金利・貸出金利等の推移

（注）０７年迄は福岡銀行。スーパー定期、自由金利定期は、月内最終営業日の金利。日経平均は切り捨て。住宅金融支援機構は月内最終変更分。
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編 集 後 記 �

黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］� 3101 Alexandra House, 18,�
Chater Road, Central, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�平　松　毅一郎�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斎　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643
［所　　長］�兒　島　尚　三�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点紹介

気候も良くなり、４月は桜、５
月はツツジ、６月は紫陽花と、山
や街は色とりどりの花々で賑やか
になります。私はドライブが好き
で、長崎県内各地をよく車で移動
するのですが、昨今のガソリン価
格の高騰で、車利用を少し控えよ
うと思っています。省エネと環境
保護、そして健康増進のため、ま
ずは徒歩通勤からチャレンジしよ
う！

レポート作成のため自動車製造

業のデータを整理しながら、その

産業規模の大きさに改めて驚きま

した。これからも生産規模拡大の

効果が、様々な形で九州一円に波

及することを期待しています。九

州で生産された車を、九州価格で

安く購入できるようになればいい

なぁ・・・

『アジア四季報』として年４回
発行してきましたアジア関連情報
を、小報に統合して毎月掲載する
ことになりました。今後とも皆様
の海外ビジネスにお役に立つ情報
発信に努めて参ります。なお、Ｆ
ＦＧ３行のお客様は、福岡銀行の
海外３拠点（大連・上海・香港）を
ご利用いただけますので、お気軽
にお問い合わせください。

香港は、爽やかだった季節を過
ぎ、湿度の高いじめじめとした毎
日となりました。この季節になる
と食中毒の心配が出てきます。香
港では、最近日本食のブームでお
寿司屋が乱立し大繁盛です。衛生
面で日本ほど気を使わない厨房か
ら出される生魚は、危険との指摘
もありますが．．．。しかし、ホ
ントに大ブームです！

東 雲 島 浦 渡 辺 平 松

これまでは福岡県単位でしか、

ものを考えていなかったのが、無

意識のうちに九州単位で考えるよ

うになっている自分に気がつきま

した。これも一種のＦＦＧ効果な

のかなと納得。福岡県だけでも多

様なのに、九州となると、バラエ

ティーに富んでおり、まとめるこ

との難しさを実感しています。

４月２２日に開催した長崎ビジネ
ス交流会の準備で、今年１月から
都合１０回長崎市に出張しました。
「白いかもめ」に乗って季節の移
ろいを愛でながら、仕事のあとに
は、長崎名物のちゃんぽん、地魚、
中華料理、と楽しませてもらいま
した。今度は精霊流しの時期に爆
竹用の耳栓を持って出掛けたいと
思います。

大連に赴任し１カ月、ふと鏡を

見ると「白髪が！」、言葉の壁に

ぶつかって悪戦苦闘の日々が形に

なって現れました。日本でも苦労

してたのに・・・

「中国は、上海・香港だけじゃ

ない！」と、大連の啓蒙活動に努

めます。

自動車産業の共同研究では、九
州各県の自動車参入企業約３０社に
お伺いし、様々なご教示を頂きま
した。また、帯同した九州経済調
査協会のＫ氏・Ｏ氏にも大変お世
話になりました。ご多忙にもかか
わらず取材にご協力いただいた皆
様方に対して、この場を借りて厚
く御礼申し上げます。本当にあり
がとうございました！

中 村 前 島 宮 城 今 村

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。
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